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こどもまんなか応援サポーター宣言 
 

瑞穂市は、こどものために何がもっともよいことかを常に考え、

こどもたちが健やかで幸せに成長できる社会を実現するという

「こどもまんなか」の趣旨に賛同し、「こどもまんなか応援サポー

ター」として活動することを宣言します。 

瑞穂市では、「誰もが未来を描けるまち瑞穂」を将来像に掲げ、

「心が通う助け合いのまち・夢あふれる希望に満ちたまち」を目

指し、さまざまな子育て支援に係る施策に取り組んできました。

今後も「こどもまんなか応援サポーター」として、瑞穂市の未来

を担うこどもたちが、誰もが未来を描き希望を持って心豊かに成

長できるよう、こどもをまんなかに据え、さらなる取り組みを推

進していきます。 

 

 

             

                    令和６年１月４日 

                    瑞穂市長 森 和之 
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第１章 計画の策定にあたって 
 

１ 計画策定の趣旨                                                             

   

本市では、令和２年度から令和６年度を期間とする「第２期瑞穂市子ど

も・子育て支援事業計画」において、「子どもたちとともに育つまち・みずほ

～安全・安心な子育て支援の輪～」を基本理念として、施策を進めてきまし

た。 

第２次瑞穂市総合計画では、「心が通う助け合いのまち」や「夢あふれ希望

に満ちたまち」を基本目標と掲げ、さまざまな子育て支援に係る施策に取り

組んできました。 

今回策定する「瑞穂市こども計画」は、こども・若者の権利が保障され、

すこやかに成長できるとともに、将来にわたって幸せに生活できることをめ

ざして、必要な取り組みをすすめていく計画です。この計画は、「こども基本

法」に基づく市町村こども計画として策定する計画で、これまでの子ども・

子育て支援事業計画及び次世代育成支援対策行動計画を内包するとともに、

若者世代への支援や貧困対策を含む計画として策定するものです。 

なお、本計画においては、こども大綱と同様に、「こども」「若者」「こど

も・若者」という表現を用いることを基本とし、個別法の引用に限って個別

法の定義に基づく表現を用いることとします。 

 

子ども 
０歳から 18 歳未満 

（子ども・子育て支援法などの定義） 

若者 

「思春期」と「青年期」の者。「こども」と「若者」は重なり

合う部分があるが青年期の全体が射程に入ることを明確にする

場合には、分かりやすく示すという観点から、法令の規定を示

す場合を除き、特に「若者」の語を用いることとする。（こど

も大綱） 

こども 
心身の発達の過程にある者で年齢による区分はない 

（こども基本法） 

出典：こども家庭庁 
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２ こどもに関する施策の動向                

 

国のこどもに関する施策は、こども基本法に基づく『こども大綱』が中心

となっています。大綱では、「こどもまんなか社会」を目指すという方向性が

掲げられ、すべてのこども・若者が、自立した個人として等しく健やかに成

長でき、その権利が擁護され、将来にわたって幸せな状態で生活できる社会

の実現を目指すとされています。 

『こども大綱』の基本方針には、こども・若者の権利を保障して最善の利

益を図ること、こどもや若者等の意見を聴くこと、こどもや若者等のライフ

ステージに応じて切れ目なく支援すること、すべてのこども・若者が幸せな

状態で成長できるようにすること、若い世代の視点に立つ結婚や子育てに関

する希望の形成と実現を支援すること等が記載されています。また、『こども

大綱』は、ライフステージ別の重要事項として、以下のような取り組みが必

要と考えています。 

 

ライフステージ 主な取り組み 

こどもの誕生前から

幼児期まで 

 妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目な

い支援、保育・医療の確保 

 こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の

保障と遊びの充実 

学童期・思春期  こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高

い公教育の再生等 

 居場所づくり 

 小児医療体制、心身の健康等についての情報提供

やこころのケアの充実 

 成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情

報提供や教育 

 いじめ防止 

 不登校のこどもへの支援 

 校則の見直し 

 体罰や不適切な指導の防止 

 高校中退の予防、高校中退後の支援 

青年期  高等教育の修学支援、高等教育の充実 

 就労支援、雇用と経済的基盤の安定 

 結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活へ

の支援 

 悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談

体制の充実 
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３ 計画の法的根拠と位置づけ                

 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、こども基本法第１０条第２項に定める「市町村こども計画」と

して策定するもので、こども大綱及び岐阜県こども計画を踏まえて策定する

計画です。同時に、「子ども・若者育成支援推進法」に基づく市町村子ども・

若者計画、「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」に基づく

市町村計画を含む形で策定する計画です。 

本計画は、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育

て支援事業計画」として、子ども・子育て支援に関する各事業の実施目標等

を掲げています。 

また、本計画は次世代育成支援対策推進法第８条第１項に定める「市町村

行動計画」として位置付けるとともに、瑞穂市まちづくり基本条例の理念を

基に「第２次瑞穂市総合計画」や関連する分野別計画との整合性を図りなが

ら策定しました。 

 

こども計画の法律・計画に関する規定 
法律 市町村計画に関する規定 その他 

こども基本法 市町村こども計画（第１０条第２項） 
市町村は、こども大綱及び都道府県こども計画を

勘案して、市町村におけるこども施策についての

計画を定めるよう努めるものとする。 

 こども施策に関する大綱（第９条）につい

て定められ、市町村こども計画はこれを勘

案して策定する。 

 こども施策に係るこども等の意見を反映す

ることが規定されている。（第１１条） 

 

こども計画に関連する法律・計画に関する規定 

法律 市町村計画に関する規定 その他 計画の範囲 

次世代育成支援

対策推進法 

市町村行動計画（第８条第１項） 
市町村は、行動計画策定指針に即して、５年を一

期として、地域における子育ての支援、母性並び

に乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの

心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子

どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好

な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立

の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関す

る計画を策定することができる。 

 一般事業主行動計画（常

用雇用１００人超の事業

主）の策定。 

 特定事業主行動計画（国

及び地方公共団体）の策

定。 

 子育てサポート企業の認

定（くるみん認定）。 

第
３
期
瑞
穂
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

瑞
穂
市
こ
ど
も
計
画 

子ども・子育て

支援法 

市町村子ども・子育て支援事業計画 

（第６１条第１項） 
市町村は、基本指針に即して、５年を一期とする

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提

供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑

な実施に関する計画を定めるものとする。 

 記載事項（基本的記載事

項、任意記載事項）が規

定されている。（第６１

条２、３） 

こどもの貧困の

解消に向けた対

策の推進に関す

る法律 

市町村計画（第１０条第２項） 
市町村は、大綱を勘案して、当該市町村における

こどもの貧困の解消に向けた対策についての計画

を定めるよう努めるものとする。 

  

子ども・若者育

成支援推進法 

市町村子ども・若者計画（第９条第２項） 
市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱を勘案

して、当該市町村の区域内における子ども・若者

育成支援についての計画を定めるよう努めるもの

とする。 
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瑞穂市まちづくり基本条例 ～抜粋～ 
条例 まちづくりの基本理念 その他 

瑞穂市まちづく

り基本条例 

第４条第４号 
本市の将来を担う子どもが尊重され、まちづく

りに参画する権利が保障されること 

 

第１６条 
市の執行機関は、子どものまちづくりに参画す

る機会を保障するため、子どもの年齢に応じて

ふさわしい形でまちづくりに参画できる機会を

設けるとともに、参画しやすい環境を整えるよ

う努めます。 

 将来を担う子どもは特別な存在であり、そ

の尊厳を尊重することを明確にし、子ども

がまちづくりに参画できる権利を保障して

います。 

 

 子どもの頃からまちづくりに参画し、地域

のことを大人と一緒に考える経験を通し

て、今後の瑞穂市を担う子どもが「自らの

まち」に対する誇りと愛着をもった市民へ

と育つことに繋がる考えのもと、市の執行

機関は、年齢や発達段階に応じた参画方法

を多様な形で用意しイベントや会議を計画

したり、子どもが参画しやすい環境づくり

に配慮する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

次世代育成支援 

対策推進法 

 

子ども・子育て 

支援法 

 

こどもの貧困の解消

に向けた対策の推進

に関する法律 

 

子ども・若者育成支

援推進法 

 

【 国 】 
第２次瑞穂市総合計画 

瑞穂市地域福祉計画 

瑞穂市こども計画 

・瑞穂市教育振興基本計画 

・第３期瑞穂市障がい者総合支援プラン 

・第２次瑞穂市人権施策推進指針 

・瑞穂市第２次男女共同参画基本計画 

・健康みずほ２１（瑞穂市第三次健康増進計画） 

等 

整合・連携 

瑞穂市まちづくり基本条例 
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４ 計画の期間                       

 

本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５か年とします。 

 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

令和９ 

年度 

令和 10 

年度 

令和 11 

年度 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
中間 

見直し 

       

 

 

５ 計画策定体制とプロセス                 

 

（１）瑞穂市子ども・子育て会議での審議 

本市における子ども・子育て支援施策をこども及び子育て家庭の実情を踏

まえて実施するため、公募による市民、保護者代表、学識経験者、子ども・

子育て支援に関する事業に従事する者等で構成する「瑞穂市子ども・子育て

会議」において、本計画の内容について協議しました。 

 

 

（２）瑞穂市こどもまんなか施策推進委員会での審議 

庁内にこどもに関する施策を策定し、実施するため「瑞穂市こどもまんなか

施策推進委員会」を設置しました。また、関係部署での研究チームも併せて設

置し、こどもをまん中に据えた施策の提案や本計画に係る協議を委員会ととも

に行いました。 

 

 

 

第２期子ども・子育て支援事業計画 

瑞穂市こども計画 

・次世代育成支援行動計画 

・子ども・子育て支援事業計画 

・こどもの貧困解消対策計画 

・子ども・若者計画 

中

間

中

間   
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（３）アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたり、子育て当事者の現状やニーズを把握するとともに、

こども・若者本人の意見を把握するため、アンケート調査を実施しました。

調査の概要は以下の通りです。 
 

①子育て支援に関するアンケート調査 

調 査 対 象 
就学前：瑞穂市在住の就学前児童（０～５歳）の保護者 

小学生：瑞穂市在住の小学生（６～１２歳）の保護者 

調 査 期 間 
令和６年２月２９日～令和６年３月１８日 

（調査基準日：令和６年２月１日） 

配 布 数 就学前：１，６００人   小学生：１，８００人 

回 収 数 就学前：６７３人（42.1％）小学生：７１９人（40.0％） 

調 査 方 法 郵送による配布・回収（Web による回収も含む） 

 

②子どもの生活状況に関する調査 

調 査 対 象 

瑞穂市在住の小学５年生・中学２年生 

みずほわくわくスクール参加者 

適応指導教室（アジサイスクール）参加者 

調 査 期 間 

令和５年度：令和６年２月２９日～令和６年３月２９日 

  （調査基準日：令和６年２月１日） 

令和６年度：令和６年６月１４日～令和６年７月７日 

     （調査基準日：令和６年６月１日） 

配 布 数 令和５年度：１，１１５人  令和６年度：１，１６９人 

回 収 数 
令和５年度：１５３人（13.7％） 

令和６年度：８６４人（73.9％） 

調 査 方 法 Web 調査 

 

③子育て世帯の生活実態調査 

調 査 対 象 瑞穂市在住の小学５年生・中学２年生の保護者 

調 査 期 間 

令和５年度：令和６年２月２９日～令和６年３月２９日 

  （調査基準日：令和６年２月１日） 

令和６年度：令和６年６月１４日～令和６年７月７日 

     （調査基準日：令和６年６月１日） 

配 布 数 令和５年度：１，１１５人  令和６年度：１，１６９人 

回 収 数 
令和５年度：１８４人（16.5％） 

令和６年度：４８６人（41.6％） 

調 査 方 法 Web 調査 
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④子ども・若者調査 

調 査 対 象 瑞穂市在住のこども・若者（１６～３４歳） 

調 査 期 間 

令和５年度：令和６年２月２９日～令和６年３月２９日 

  （調査基準日：令和６年２月１日） 

令和６年度：令和６年６月１４日～令和６年７月７日 

     （調査基準日：令和６年６月１日） 

配 布 数 令和５年度：５００人  令和６年度：１２０人 

回 収 数 
令和５年度：１１３人（22.6％） 

令和６年度：  ６０人（50.0％） 

調 査 方 法 Web 調査 

 

（４）こども・若者の意見の聴取 

①スクールミーティング 

調 査 対 象 全小中学校の生徒会委員や学校の代表者 

実 施 期 間 令和６年５月８日～７月１８日 

調 査 内 容 
今の暮らしの感想や瑞穂市に対する要望について、こども

たちと意見交換 

調 査 方 法 ヒアリング調査 

 

②みんなの意見でよりよい岐阜県に！（岐阜県実施） 

調 査 対 象 
岐阜県内在住のこども・若者 

（小学生から３０代の方対象） 

実 施 期 間 令和６年５月～ 

調 査 内 容 
普段思っていることや感じていることをテーマ別、市町村

ごとに実施 

調 査 方 法 Web 調査 

 

（５）パブリックコメントの実施 

本計画の策定にあたり、その内容について広く市民の皆さんから意見をう

かがうため、令和７年１月１７日～令和７年２月１６日までの間、パブリッ

クコメントを実施しました。 
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６ ＳＤＧs との関連                     

 

SDGs の視点を踏まえた計画の推進 

SDGs とは、Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略で、

２０１５年の国連サミットで採択された２０３０年を期限とする先進国を含

む国際社会全体の１７の開発目標です。すべての関係者（先進国、途上国、

民間企業、NGO、有識者等）の役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の

実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に統合的に取り組

むものです。 

瑞穂市は、持続可能な社会の実現のために、各種計画を推進し、SDGs の達

成を目指しています。「誰一人取り残さない」という考えは、瑞穂市の未来を

創るこども一人ひとりの健やかな育ちを目指す本計画にも当てはまるもので

す。そのため、計画の推進にあたっては、SDGs を意識して取り組み、地域や

企業、関係団体などと連携しながら、こどもや子育て家庭の最善の利益が実

現される社会を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瑞穂市では SDGs により関心を持ってもらうことを目的に市章のモチーフ 

である「稲穂」を使用し、SDGs の取り組みがたくさん実る市にしていき 

たいという思いでオリジナルロゴマークを使用しています。  
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第２章 瑞穂市のこども・子育てをとりまく現状 

１ 人口の推移                       

 

（１）年齢３区分別人口の推移 

本市の人口の推移をみると、総人口は増加傾向となっており、令和６年３

月３１日現在で５６,２７４人となっています。令和７年以降も増加傾向が続

くものと見込まれます。なお、年齢３区分別人口の推移をみると、０～１４

歳は、令和６年３月３１日現在で８,３３１人と平成３１年と比べて３９３人

少なく、年齢３区分別人口の割合の推移でも減少しており、令和７年以降も

減少傾向が続くものと見込まれます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月３１日現在 外国人人口を含む） 

 

年齢３区分別人口の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月３１日現在 外国人人口を含む）  

実績値 将来推計

8,724 8,716 8,572 8,529 8,520 8,331 8,260 8,122 8,018 7,942 7,903 

34,490 34,567 34,751 34,925 35,321 35,676 35,973 36,274 36,587 36,867 37,091 

11,521 11,733 11,919 12,054 12,136 12,267 12,349 12,498 12,594 12,681 12,784 

54,735 55,016 55,242 55,508 55,977 56,274 56,582 56,894 57,199 57,490 57,778 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成

31年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

令和

８年

令和

９年

令和

10年

令和

11年

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

実績値 将来推計

15.9 15.8 15.5 15.4 15.2 14.8 

63.0 62.8 62.9 62.9 63.1 63.4 

21.0 21.3 21.6 21.7 21.7 21.8 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

平成

31年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

令和

８年

令和

９年

令和

10年

令和

11年

（％）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

14.6 14.3 14.0 13.8 13.7 

63.6 63.8 64.0 64.1 64.2 

21.8 22.0 22.0 22.1 22.1 
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（２）１８歳未満年齢３区分別児童人口の推移 

本市の１８歳未満年齢３区分別児童人口の推移をみると、全体的に減少傾

向となっており、令和６年３月３１日現在で１０,１２４人となっています。

令和７年以降も減少傾向が続くものと見込まれます。 

 

１８歳未満年齢３区分別児童人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月３１日現在 外国人人口を含む） 

  

実績値 将来推計

3,384 3,325 3,208 3,177 3,190 3,077 3,035 3,019 3,047 3,028 3,008 

3,622 3,610 3,569 3,558 3,469 3,417 3,368 3,326 3,222 3,197 3,189 

3,453 3,487 3,513 3,525 3,648 3,630 3,646 3,632 3,583 3,573 3,481 

10,459 10,422 10,290 10,260 10,307 10,124 10,049 9,977 9,852 9,798 9,678 

0
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８年
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令和
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令和

11年

（人）

0～5歳 6～11歳 12～17歳
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（３）男女別年齢５歳区分別人口 

本市の男女別年齢５歳区分別人口（人口ピラミッド）をみると、男女とも

に「５０～５４歳」が最も多くなっています。５５歳以上では男性に比べ概

ね女性のほうが多く、５４歳までは概ね男性のほうが多くなっています。 

 

人口ピラミッド（５歳区分別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和６年３月３１日現在 外国人人口を含む） 

 

  

1,256 

1,406 

1,580 

1,596 

1,766 

1,769 

1,822 

1,797 

1,964 

2,176 

2,343 

1,683 
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174 

05001,0001,5002,0002,500
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20～24歳
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40～44歳
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55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

【男 性】

1,285 

1,386 

1,418 

1,436 

1,506 

1,657 

1,640 

1,708 

1,942 

2,109 

2,219 

1,741 

1,458 

1,350 

1,626 

1,471 

1,091 

695 

503 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

【女 性】

（人）（人）
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２ 婚姻状況                           
 

（１）男女別未婚率の推移 

年齢５歳階級別の未婚率を男女別にみると、いずれの年齢階級でも女性よ

り男性の方が高くなっており、特に男性の３５～３９歳では平成１７年から

令和２年の間に未婚率が６ポイント上昇しています。 

 

男性の未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（瑞穂市） 
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３ 世帯、人口動態の状況                  
 

（１）世帯数、１世帯あたりの平均人員の推移 

本市の世帯数をみると、増加していますが、１世帯あたり平均人員数につ

いては年々減少しており、平成３１年の２.５６人から令和６年では２.４０

人となっています。核家族や単身世帯の増加など、世帯の小規模化が進んで

いることがうかがえます。 

 

世帯数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（各年３月３１日現在 外国人人口を含む） 
 

（２）人口動態 

本市の人口動態をみると、出生数と死亡数は横ばいとなっています。 

また、転入が転出を上回り社会増となっており、転入は令和３年まで、転

出は令和４年までは減少傾向でしたが、その後増加しています。 

 

人口動態 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

資料：岐阜県人口動態統計調査  

397 435 402 482 512 

545 538 495 569 530 

2,897 
2,743 2,652 2,750 

3,099 

2,728 2,605 2,502 2,428 
2,729 

0
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21,347 21,717 22,135 22,433 22,978 23,442 
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（３）合計特殊出生率 

合計特殊出生率の推移をみると、平成２８年～２９年は岐阜県と同水準程

度となっていましたが、平成３０年以降は全国や岐阜県よりも高い水準とな

っています。 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岐阜地域の公衆衛生 

 

（４）ひとり親世帯の推移 

ひとり親世帯の推移をみると、母子世帯・父子世帯ともに増加傾向にあり、

平成１７年と令和２年を比較すると、１.１～１.２倍程度増加しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（瑞穂市） 
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４ 女性の就労の状況                     
 

（１）就業率の推移 

本市の女性就業率（国、県との比較）をみると、出産・育児期（一般的に

は２５～３４歳）落ち込み、再び増加するＭ字カーブを描いています。就業

率が全体的に全国より高く、岐阜県より低くなっています。 

また、女性就業率（５年比較）をみると、平成２７年に比べ令和２年は 

２５～４４歳で就業率が高くなり、Ｍ字カーブがゆるやかになっています。 

 

女性就業率（国、県との比較 平成２７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性就業率（５年比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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５ 育児休業について                                      
 

（１）育児休業の取得について 

女性の育児休業の取得率をみると、全国で毎年８０％、岐阜県で毎年  

９０％を超えており高い水準で推移しています。一方、男性の育児休業の取

得率は令和２年以降増加傾向となっており、国で令和２年、県で令和３年に 

１０％を超え、令和５年では国で３０.０％、県で３６.６％となっています。 

 

女性の育児休業取得率（岐阜県・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

男性の育児休業取得率（岐阜県・全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」 

岐阜県男女共同参画・女性の活躍推進課「岐阜県育児休業等実態調査」  

86.6 81.5 81.8 83.2 82.2 83.0 81.6 85.1 
80.2 84.1 

92.3 93.7 95.9 97.6 93.5 93.9 98.1 96.9 98.1 96.4 

0

20

40

60

80

100

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

（％）

女性の育児休暇取得率（全国） 女性の育児休暇取得率（岐阜県）

2.3 2.7 
3.2 

5.1 6.2 7.5 

12.7 

14.0 
17.1 

30.0 

2.6 1.9 2.3 

2.3 
6.2 6.3 

9.1 

17.1 

23.5 

36.6 

0

10

20

30

40

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

（％）

男性の育児休暇取得率（全国） 男性の育児休暇取得率（岐阜県）



17 

 

６ 学校、幼稚園、保育所の状況               
 

（１）小学校、中学校の児童・生徒数の推移 

小学校、中学校の児童・生徒数の推移をみると、小学校の児童数は微減傾

向となっており、令和６年５月１日現在で３,３３４人となっています。中学

校の生徒数は令和５年までは微増傾向でしたが、令和６年では減少しており、

５月１日現在で１,７４３人となっています。 
 

小学校、中学校の児童・生徒数の推移 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：学校基本調査ほか（各年５月１日現在） 

（２）保育所、幼稚園の児童数の推移 

保育所、幼稚園の児童数の推移をみると、保育所の児童数は令和３年から

減少しましたが、令和５年には増加に転じています。幼稚園の児童数は減少

傾向にあり令和６年５月１日現在で１５８人となっています。 
 

保育所、幼稚園の児童数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：学校基本調査ほか（保育所：各年４月１日現在、幼稚園：各年５月１日現在）  
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７ 第２期瑞穂市子ども・子育て支援事業計画の実績      
 

本市は、令和２年度から、「第２期瑞穂市子ども・子育て支援事業計画」に

基づき、子育て支援サービスの充実を図るための取り組みを行ってきました。

計画で掲げた事業内容の実績は以下の通りです。 

 

（１）教育・保育事業 

①１号認定（教育認定：３～５歳児） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 457 449 450 450 449 

② 実績値（人） 683 697 715 672 - 

 

②２号認定（保育認定：３～５歳児） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 1,077 1,027 978 936 911 

② 実績値（人） 1,018 971 993 975 - 

 

③３号認定（保育認定：０歳児） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 86 94 104 114 126 

② 実績値（人） 80 60 94 112 - 

 

④３号認定（保育認定：１・２歳児） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 357 359 361 369 378 

② 実績値（人） 417 442 393 395 - 
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（２）地域子ども・子育て支援事業 

 

①時間外保育事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 196 194 194 195 196 

② 実績値（人） 97 88 105 97 - 

 

②放課後児童健全育成事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 548 545 545 548 549 

② 実績値（人） 171 541 583 621 - 

 

③子育て短期支援事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 14 14 14 14 14 

② 実績値（人） 2 27 10 7 - 

 

④地域子育て支援拠点事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 21,257 20,689 20,136 19,598 19,075 

② 実績値（人） 15,840 15,120 16,080 20,640 - 

 

⑤一時預かり事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 2,262 2,234 2,206 2,179 2,152 

② 実績値（人） 4,604 4,800 4,337 4,640 - 

 

⑥病児保育事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 343 340 341 343 345 

② 実績値（人） 97 286 407 669 - 
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⑦ファミリー・サポート・センター事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 1,082 935 809 699 605 

② 実績値（人） 656 778 1,027 1,446 - 

 

⑧利用者支援事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（か所） 1 1 1 1 1 

② 実績値（か所） 1 1 1 1 1 

 

⑨妊婦健康診査 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 671 676 683 692 704 

② 実績値（人） 595 644 585 542 - 

 

⑩乳児家庭全戸訪問事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 559 563 569 577 587 

② 実績値（人） 482 538 561 516 - 

 

⑪子育て世代包括支援センターの開設（こども家庭センター） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（人） 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 

② 実績値（人） 1,089 1,192 1,151 1,032 - 

 

⑫養育支援訪問事業等 

■相談・助言 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

① 計画値（件） 50 50 50 50 50 

② 実績値（件） 52 32 30 13 - 

 

■育児・家事支援 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

①  計画値（件） 3 3 3 3 3 

②  実績値（件） 2 0 16 10 - 
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８ 待機児童数について                   
 

（１）保育施設の待機児童数の推移 

保育施設の待機児童数の推移をみると、４月時点において、平成３０年以

降待機児童はありませんでしたが、令和６年に待機児童が１人となりました。

また、７月時点では令和５年度以降、１０月時点では令和４年度以降増加が

みられ、令和６年度７月で４人、１０月で７人となっています。 

 

各年４月の待機児童数 
 

平成

26 年 

平成

27年 

平成

28年 

平成

29年 

平成

30年 

平成

31 年 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 

令和 

６年 

27人 7人 23人 2人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 1人 

待機児童は、いずれも０～２歳児の３歳未満児です。 

 

月別の待機児童数 

年度/月 ４月 ７月 10 月 １月 

平成 26 年度 27 人 32 人 21 人 29 人 

平成 27 年度 7 人 2 人 1 人 4 人 

平成 28 年度 23 人 2 人 1 人 4 人 

平成 29 年度 2 人 12 人 28 人 32 人 

平成 30 年度 0 人 0 人 12 人 0 人 

平成 31 年度 0 人 0 人 3 人 7 人 

令和２年度 0 人 0 人 5 人 0 人 

令和３年度 0 人 0 人 0 人 1 人 

令和４年度 0 人 0 人 4 人 2 人 

令和５年度 0 人 2 人 5 人 0 人 

令和６年度 1 人 4 人 7 人   

 

（注）この待機児童数は国基準で定義される「保育所等利用待機児童」であり、「他に利用可能

な施設があるにも関わらず特定の保育施設を希望して待機する」場合などのいわゆる潜在

的待機児童は含んでいません。 

 このため、令和６年１０月１日時点では、表の他に、９０人の潜在的待機児童が保育施設

の入所待ちとなっています。  
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（２）放課後児童クラブ待機児童数の現状 

放課後児童クラブの推移をみると、登録児童数は継続して増加しており平

成２８年度で４１２人が令和６年度には６９７人となっており１．７倍に増

えています。利用できなかった児童数は平成３１年度以降０人が続いていま

したが、令和６年度は１４人となっています。 

 

放課後児童クラブ待機児童 

■登録児童数 

 小学１年生 小学２年生 小学３年生 小学４年生 小学５年生 小学６年生 合計 

平成 28 年度 151 人 122 人 82 人 40 人 15 人 2 人 412 人 

平成 29 年度 137 人 129 人 88 人 47 人 20 人 6 人 427 人 

平成 30 年度 196 人 117 人 115 人 38 人 5 人 2 人 473 人 

平成 31 年度 169 人 173 人 92 人 63 人 7 人 2 人 506 人 

令和２年度 199 人 153 人 146 人 46 人 14 人 8 人 566 人 

令和３年度 182 人 169 人 102 人 65 人 17 人 6 人 541 人 

令和４年度 171 人 165 人 132 人 61 人 32 人 12 人 573 人 

令和５年度 213 人 164 人 126 人 82 人 20 人 16 人 621 人 

令和６年度 233 人 208 人 141 人 75 人 38 人 2 人 697 人 

 

■利用できなかった児童数 

 小学１年生 小学２年生 小学３年生 小学４年生 小学５年生 小学６年生 合計 

平成 28 年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

平成 29 年度 0 人 0 人 0 人 1 人 8 人 5 人 14 人 

平成 30 年度 0 人 2 人 1 人 18 人 12 人 9 人 42 人 

平成 31 年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

令和２年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

令和３年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

令和４年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

令和５年度 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

令和６年度 1 人 3 人 2 人 1 人 6 人 1 人 14 人 

 

 

 支援の単位数 利用定員   支援の単位数 利用定員 

平成 28 年度 7 550 人  令和２年度 14 678 人 

平成 29 年度 13 550 人  令和３年度 14 678 人 

平成 30 年度 11 560 人  令和４年度 15 697 人 

平成 31 年度 11 582 人  令和５年度 17 715 人 

    令和６年度 18 715 人 

※各年度５月１日時点  
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９ アンケート調査結果からみえる現状               
 

（１）保護者の就労状況（母親） 

保護者の就労状況についてみると、母親については、就学前児童、就学児

童ともに「パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労してお

り、産休・育休・介護休業中ではない」の割合が最も多くなっています。ま

た、就学前児童の約７割、就学児童の約８割の母親が就労しています。 

前回調査と比較すると、「フルタイム」の割合が、就学前（３５.１％⇒ 

３９.９％）・小学生（２６.１％⇒３１.９％）ともに増加しており、フルタ

イムで働く母親の増加がうかがわれます。 

 

保護者の就労状況（母親） 

 

 

 

 

 

 

【前回調査】 

 

 

 

 

 

 

【今回調査】 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子育て支援に関するアンケート調査【就学前・小学生】 

  

就学前 ｎ=755

小学生 ｎ=665

18.9

25.0

16.2

1.1

31.4

53.7

2.1

0.8

29.7

16.7

0.9

1.8

0.8

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

35.1％ 

26.1％ 

就学前 ｎ=673

小学生 ｎ=719

21.5

30.5

18.4

1.4

27.2

47.7

6.1

0.3

23.6

17.2

2.5

1.1

0.6

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

39.9％ 

31.9％ 

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

就労したことがない

無回答
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（２）教育・保育の利用状況と利用意向 

保育サービスの利用についてみると、「利用している」が６１.７％、「利用

していない」が３８.２％となっています。 

前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

幼稚園や保育園の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

利用している保育サービスについてみると、瑞穂市内では「認可保育所」

【公立・私立】が４５.０％と最も多く、次いで「幼稚園」が１０.１％とな

っています。 

今後利用したい保育サービスについては、「幼稚園」が５２.２％と最も多

く、次いで「認可保育所」が４９.８％、「認定こども園」が３３.３％、「幼

稚園の預かり保育」が３０.５％となっています。 
 

平日に利用している保育サービス     今後利用したい保育サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子育て支援に関するアンケート調査【就学前・小学生】  

前回調査 ｎ=758

今回調査 ｎ=673

59.8

61.7

38.9

38.2

1.3

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答

n＝673

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

企業主導型保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

52.2

30.5

49.8

33.3

12.5

2.4

7.0

5.6

5.9

1.9

4.5

11.0

1.2

2.2

0% 20% 40% 60%

幼稚園【公立】

幼稚園【私立】

幼稚園の預かり保育

認可保育所【公立】

認可保育所【私立】

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

企業主導型保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

10.1

43.6

1.4

9.2

3.4

2.4

0.7

0.2

1.2

28.7

0% 20% 40% 60% 80%

瑞穂市内 n＝415

※対象外

※対象外

※対象外

※対象外

※対象外

※対象外
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（３）放課後の時間を過ごさせたい場所について 

就学前児童の保護者にとって、就学後に放課後の時間を過ごさせたい場所

は、小学校低学年で、「自宅」が５５.９％で最も多く、次に「放課後児童ク

ラブ〔放課後児童健全育成事業〕」（５４.８％）、「習い事（ピアノ教室、サッ

カークラブ、学習塾など）」（４１.５％）の順となっています。 

また、小学校高学年では、「自宅」が７３.３％で最も多く、次に「習い事

（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」（５４.１％）、「放課後児童ク

ラブ〔放課後児童健全育成事業〕」（３１.６％）の順となっています。 

一方、小学生の保護者が就学児の放課後の時間を過ごさせたい場所は、「自

宅」が７７.３％で最も多く、次に「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）」（４７.１％）、「放課後児童クラブ〔放課後児童健全育成事業〕」

「その他（公民館、公園など）」（１９.６％）の順となっています。 

 

幼稚園や保育園の利用状況 

【就学前 小学校低学年】            【就学前 小学校高学年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生】     

 

 

 

 

 

 

   

資料：瑞穂市子育て支援に関する 

アンケート調査【就学前・小学生】 

  

n＝673

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、スポーツクラ
ブ、学習塾など）

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

55.9

20.7

41.5

18.6

54.8

2.4

5.9

10.1

1.0

0% 20% 40% 60%

73.3

22.1

54.1

16.5

31.6

1.2

4.5

12.5

1.2

0% 20% 40% 60% 80%

ｎ=719

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、スポーツクラ
ブ、学習塾など）

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス

その他（公民館、公園など）

77.3

14.3

47.1

7.5

19.6

0.6

5.1

19.6

0% 20% 40% 60% 80%



26 

 

（４）こどものふだんの生活について 

①あったらよいと思う場所 

あったらよいと思う場所についてみると、小

学５年生では、「自由に遊べる場所」が６８.

８％で最も高く、次いで「体をおもいきり動か

せる場所」が５３.３％、「家ではできないこ

とができる場所」が５２.６％となっています。 

中学２年生では、「自由に遊べる場所」が６

４.５％で最も高く、次いで「一人でゆっくり

できる場所」「インターネットが自由に使える

場所」がともに５６.４％、「体をおもいきり

動かせる場所」が５５.１％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②あったらよいと思う場所に求めるサービス 

あったらよいと思う場所に求めるサービスに

ついてみると、小学５年生では、「お金をかけ

ずに過ごすことができる」が７６.７％で最も

高く、次いで「利用したいときに気軽に利用す

ることができる」が６２.６％、「飲食ができ

る」が５８.２％となっています。 

中学２年生では、「お金をかけずに過ごすこ

とができる」が８１.８％で最も高く、次いで

「利用したいときに気軽に利用することができ

る」が７３.６％、「飲食ができる」が７１.

５％となっています。 

 

 

 

 

  

一人でゆっくりできる場所

自由に遊べる場所

体をおもいきり動かせる場所

家ではできないことができる
場所

友人と気軽におしゃべりできる
場所

趣味等が一緒の仲間と自由に
集まれる場所

音楽やダンスなど、家ではでき
ない趣味をできるような場所

インターネットが自由に使える
場所

静かに勉強したり本が読める
場所

自然がいっぱいある場所

困っていることや悩み事を話
せる場所

その他

特にない

無回答

50.1

68.8

53.3

52.6

52.4

30.4

28.7

44.6

33.6

39.5

22.5

2.1

3.8

0.2

56.4

64.5

55.1

52.5

53.1

38.3

34.2

56.4

28.1

37.1

18.0

2.3

4.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80%

小学５年生

ｎ=529

中学２年生

ｎ=488

お金をかけずに過ごすこと
ができる

利用したいときに気軽に利
用することができる

飲食ができる

こどもが優先して利用する
ことができる

漫画やDVDを見たり、イン
ターネットが利用できる

悩みごとを相談することが
できる

運営に自分たちも関わる
ことができる

意見を取り入れてもらえる

その他

無回答

76.7

62.6

58.2

39.5

54.4

28.0

19.8

30.6

1.1

0.6

81.8

73.6

71.5

30.7

63.3

18.2

18.6

35.7

0.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学５年生

ｎ=529

中学２年生

ｎ=488

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

あったらよいと思う場所に求めるサービス 

あったらよいと思う場所 
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③こどもがふだん活動する時間 

こどもがふだん活動する時間についてみると、小学５年生では、「②テレ

ビ・インターネットを見る（パソコン・スマホ・タブレットで見るものをふ

くむ）」で「毎日２時間以上」（３７.６％）、「⑦きょうだいなどの世話」で

「ぜんぜんしない」（６０.７％）の割合が高くなっています。 

中学２年生では、「②テレビ・インターネットを見る（パソコン・スマホ・

タブレットで見るものをふくむ）」で「毎日２時間以上」（５６.６％）、「⑦き

ょうだいなどの世話」で「ぜんぜんしない」（６６.４％）の割合が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①ゲーム機で遊ぶ（パソコン
   ・スマホ・タブレット
　を用いたゲームをふくむ）

ｎ=529

②テレビ・インターネットを見る
   （パソコン・スマホ・タブレット
    で見るものをふくむ）

ｎ=529

③本・マンガ・雑誌・新聞を読む
   （パソコン・スマホ・タブレット
　　で読むものをふくむ）

ｎ=529

④室内の遊び（①・②・③以外） ｎ=529

⑤公園で遊ぶ ｎ=529

ｎ=529

⑦きょうだいなどの世話 ｎ=529

⑥家事（洗濯、掃除、料理、
     片付けなど）

24.0

37.6

10.8

23.4

11.5

3.8

7.4

29.5

32.5

13.0

18.0

4.5

7.4

6.0

13.6

11.5

20.6

12.5

2.1

21.4

8.7

8.1

5.1

9.3

7.6

6.6

10.4

5.5

11.2

7.0

14.7

15.7

22.9

24.2

4.3

3.2

1.5

11.3

6.6

15.5

14.2

6.0

10.2

4.0

19.7

15.7

36.7

18.1

60.7

0.2

0.8

0.6

0.6

0.2

0.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日２時間以上 毎日１～２時間 毎日１時間以下

１週間に４～５日 １週間に２～３日 １週間に１日

ぜんぜんしない 無回答
小学５年生 

中学２年生 

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

①ゲーム機で遊ぶ（パソコン
   ・スマホ・タブレット
　を用いたゲームをふくむ）

ｎ=488

②テレビ・インターネットを見る
   （パソコン・スマホ・タブレット
    で見るものをふくむ）

ｎ=488

③本・マンガ・雑誌・新聞を読む
   （パソコン・スマホ・タブレット
　　で読むものをふくむ）

ｎ=488

④室内の遊び（①・②・③以外） ｎ=488

⑤公園で遊ぶ ｎ=488

ｎ=488

⑦きょうだいなどの世話 ｎ=488

⑥家事（洗濯、掃除、料理、
     片付けなど）

38.9

56.6

11.7

31.4

7.2

3.3

5.5

26.4

28.9

15.8

16.0

2.5

8.0

8.4

8.0

10.0

15.6

8.8

1.0

23.2

9.6

3.1

1.4

8.2

5.1

3.7

13.1

3.3

6.8

1.2

16.0

12.1

16.4

22.5

3.5

3.1

9.0

5.7

16.2

11.7

2.3

13.5

1.4

23.6

20.3

52.9

17.8

66.4

0.2

0.4

0.2

0.6

0.2

0.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ふだん活動する時間 
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④こどもが１か月間に読書した冊数 

こどもが１か月間に読書した冊数についてみると、小学５年生では、「４～

７冊」が２６.１％で最も高く、次いで「１２冊以上」が２５.７％、「２～３

冊」が２０.２％となっています。 

中学２年生では、「読まなかった」が２５.０％で最も高く、次いで「２～

３冊」が２４.６％、「１冊」が１９.７％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１か月間に読書した冊数 

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

小学５年生 ｎ=529

中学２年生 ｎ=488

10.4

25.0

6.8

19.7

20.2

24.6

26.1

15.0

10.8

4.9

25.7

10.7 0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

読まなかった １冊 ２～３冊

４～７冊 ８～11冊 12冊以上

無回答



29 

 

（５）こどもの悩みや不安について 

こどもの悩みや不安について相談する場所の利用状況についてみると、小

学５年生では、「①スクールカウンセラー」「②教育相談の先生」で「知って

いるが利用したことがない」（４２.５％、４１.６％）、「③民生委員・児童委

員」で「知らない」（７１.１％）の割合が高くなっています。 

中学２年生では、「①スクールカウンセラー」で「知っているが利用したこ

とがない」（７１.９％）、「③民生委員・児童委員」「④瑞穂市教育支援センタ

ー」で「知らない」（５８.２％、５２.５％）の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①スクールカウンセラー ｎ=529

②教育相談の先生 ｎ=529

③民生委員・児童委員 ｎ=529

④瑞穂市教育支援センター ｎ=529

3.6

3.4

0.6

1.1

42.5

41.6

26.5

33.6

52.4

53.1

71.1

63.1

1.5

1.9

1.9

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている・利用したことがある 知っているが利用したことがない

知らない 無回答

小学５年生 

中学２年生 

ｎ=488

①スクールカウンセラー ｎ=488

②教育相談の先生 ｎ=488

③民生委員・児童委員 ｎ=488

④瑞穂市教育支援センター

5.7

6.4

1.4

1.4

71.9

65.6

38.5

44.7

21.7

27.3

58.2

52.5

0.6

0.8

1.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知らない 無回答

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

悩みや不安について相談を受ける場所の利用状況 
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（６）ヤングケアラーについて 

ヤングケアラーの認知度についてみると、小学５年生では、『聞いたことが

ある』（「聞いたことがあり、内容も知っている」と「聞いたことがあるが、

よく知らない」の計）が２３.１％、「聞いたことはない」が７２.８％となっ

ています。 

中学２年生では、『聞いたことがある』が４２.４％、「聞いたことはない」

が５６.４％となっています。 

子ども・若者では、『聞いたことがある』が７３.４％、「聞いたことはない」

が２６.６％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小学５年生 ｎ=529

中学２年生 ｎ=488

7.8

20.7

15.3

21.7

72.8

56.4

4.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

聞いたことがあり、内容も知っている 聞いたことがあるが、よく知らない

聞いたことはない 無回答

ヤングケアラーの認知度 

子ども・若者 ｎ=173 56.6 16.8 26.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学５年生・ 

中学２年生 

子ども・若者 



31 

 

（７）こどもの学校の授業・成績について 

学校の授業についてみると、小学５年生では、『わかる』（「いつもわかる」

と「だいたいわかる」の計）が８２.２％、『わからない』（「あまりわからな

い」と「わからないことが多い」と「ほとんどわからない」の計）が１６.

９％となっています。 

中学２年生では、『わかる』が７７.２％、『わからない』が２２.４％とな

っています。 

 

学校の授業（こども） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

 

こどもの学校の成績についてみると、小学５年生の保護者では、「普通」が

３９.８％で最も高く、次いで『よい』（「よい」と「まあよい」の計）が３８.

７％、『よくない』（「あまりよくない」と「よくない」の計」）が２０.３％、

「わからない」が 1.1％となっています。 

中学２年生の保護者では、「普通」が３２.７％で最も高く、次いで『よく

ない』が３５.６％、『よい』が３１.４％、「わからない」が０.３％となって

います。 

 

こどもの学校の成績（保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査 

  

小学５年生 ｎ=529

中学２年生 ｎ=488

23.6

18.4

58.6

58.8

11.0

12.3

4.2

7.0

1.7

3.1

0.9

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつもわかる だいたいわかる あまりわからない

わからないことが多い ほとんどわからない 無回答

こども 

小学５年生の保護者 ｎ=364

中学２年生の保護者 ｎ=306

14.0

13.1

24.7

18.3

39.8

32.7

12.9

20.9

7.4

14.7

1.1

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良い まあよい 普通 あまりよくない よくない わからない保護者 
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（８）こどもが熱中していること・頑張っていること 

こどもが熱中していること・頑張っていることについてみると、小学５年

生の保護者では、「ある」が６９.２％で最も高く、次いで「ない」が２０.

１％、「わからない」が１０.７％となっています。 

中学２年生の保護者では、「ある」が６２.４％で最も高く、次いで「ない」

が２１.９％、「わからない」が１５.７％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中していること・頑張っていることの内訳（上位３つ） 

＜スポーツ＞ 

 

 

 内容 件数  

 

 

 

 

 

 内容 件数 

１ サッカー 27 １ サッカー ９ 

２ 水泳 26 １ バスケットボール ９ 

３ 野球 14 ３ 野球 ８ 

 

＜その他＞ 

 

 

 内容 件数  

 

 

 

 

 

 内容 件数 

１ ゲーム 27 １ 勉強・塾・語学 11 

２ イラスト・絵を描くこと 20 １ イラスト・絵を描くこと 10 

３ 楽器演奏 19 ３ ゲーム ９ 

 

 

 

 

  

小学５年生の保護者 ｎ=364

中学２年生の保護者 ｎ=306

69.2

62.4

20.1

21.9

10.7

15.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない わからない

小学５年生の保護者 中学２年生の保護者 

小学５年生の保護者 中学２年生の保護者 

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査 

こどもが熱中していること・頑張っていること 
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（９）健康状態について 

自分の健康状態についてみると、小学５年生では、『よい』（「よい」と「ま

あよい」の計）が７３.０％で最も高く、次いで「ふつう」が２０.０％、『よ

くない』（「あまりよくない」と「よくない」の計）が６.０％となっています。 

中学２年生では、『よい』が６０.９％で最も高く、次いで「ふつう」が２

６.６％、『よくない』が１２.１％となっています。 

 

健康について（こども） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

 

こどもの健康状態についてみると、小学５年生の保護者では、『健康である』

（「非常に健康だと思う」と「健康な方だと思う」の計）が８２.７％で最も

高く、次いで「普通」が１６.２％、『健康ではない』（「あまり健康ではない」

と「健康ではない」の計）が１.１％となっています。 

中学２年生の保護者では、『健康である』が７５.８％で最も高く、次いで

「普通」が２０.９％、『健康ではない』が３.２％となっています。 

 

健康について（保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査 

  

小学５年生 ｎ=529

中学２年生 ｎ=488

48.4

35.7

24.6

25.2

20.0

26.6

4.9

9.8

1.1

2.3

0.9

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よい まあよい ふつう

あまりよくない よくない 無回答

こども 

小学５年生の保護者 ｎ=364

中学２年生の保護者 ｎ=306

36.3

33.3

46.4

42.5

16.2

20.9

1.1

2.9 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に健康だと思う 健康な方だと思う 普通

あまり健康ではない 健康ではない わからない
保護者 
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（10）こどもの悩みについて 

いやなことや悩んでいることについてみると、小学５年生では、「学校や勉

強のこと」が２２.１％で最も高く、次いで「友だちのこと」が２０.６％、

「自分のこと（外見や体型など）」が１９.３％となっています。 

中学２年生では、「学校や勉強のこと」が４３.２％で最も高く、次いで

「進学・進路のこと」が４０.６％、「自分のこと（外見や体型など）」が２７.

５％となっています。 

悩みについて（こども） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

 

こどもの悩みを知っているかについてみると、小学５年生の保護者では、

『知っている』（「よく知っている」と「知っている」の計）が５４.９％、

『知らない』（「あまり知らない」と「知らない」の計）が４５.１％となって

います。 

中学２年生の保護者では、『知っている』が５３.６％、『知らない』が４６.

４％となっています。 

悩みについて（保護者） 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査  

おうちのこと

学校や勉強のこと

クラブ活動や部活動のこと

自分のこと
（外見や体型など）

友だちのこと

好きな人のこと

進学・進路のこと

その他のこと

無回答

11.7

22.1

3.2

19.3

20.6

12.3

6.4

10.8

31.4

8.8

43.2

21.5

27.5

22.7

18.4

40.6

5.5

14.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

小学５年生

ｎ=529

中学２年生

ｎ=488

こども 

小学５年生の保護者 ｎ=364

中学２年生の保護者 ｎ=306

7.4

5.6

47.5

48.0

40.7

41.8

4.4

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく知っている 知っている あまり知らない 知らない

保護者 
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（11）こども自身の今の自分について 

今の自分が好きかについてみると、小学５年生では、「はい」が６６.９％、

中学２年生では、「はい」が６１.３％と中学２年生は小学５年生に比べて少

し低くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

 

（12）こどもと一緒に過ごす時間について 

こどもと一緒に過ごす時間についてみると、小学５年生の保護者では、『過

ごしている』（「十分に過ごしている」と「過ごしている」の計）が８９.５％、

『過ごしていない』（「あまり過ごしていない」と「過ごしていない」の計）

が１０.４％となっています。 

中学２年生の保護者では、『過ごしている』が８５.０％、『過ごしていない』

が１５.０％となっています。 
 

一緒に過ごす時間について 

 

 

 

 

 

 

  

小学５年生 ｎ=529

中学２年生 ｎ=488

66.9

61.3

31.0

37.5

2.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
こども 

小学５年生の保護者 ｎ=364

中学２年生の保護者 ｎ=306

26.9

21.6

62.6

63.4

9.9

15.0

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分に過ごしている 過ごしている あまり過ごしていない 過ごしていない
保護者 

今の自分について 

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査 
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（13）将来瑞穂市に住みたいかについて 

小学５年生では、『住みたい』（「ぜひ住みたいと思っている」と「住みたい

と思っている」の計）が６８.５％で最も高く、次いで「できたら他のまちに

住みたい」が２５.０％、「あまり住みたくない」が５.７％となっています。 

中学２年生では、『住みたい』が６１.０％で最も高く、次いで「できたら

他のまちに住みたい」が２６.８％、「あまり住みたくない」が１１.３％とな

っています。 

子ども・若者では、『住みたい』（「ぜひ住みたいと思っている」と「住みた

いと思っている」の計）が７７.５％で最も高く、次いで「できたら他のまち

に住みたい」が１５.０％、「あまり住みたくない」が７.５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小学５年生 ｎ=529

中学２年生 ｎ=488

26.3

14.1

42.2

46.9

5.7

11.3

25.0

26.8

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ぜひ住みたいと思っている 住みたいと思っている

あまり住みたくない できたら他のまちに住みたい

無回答

資料：瑞穂市子どもの生活状況に関する調査 

将来瑞穂市に住みたいかについて 

資料：瑞穂市子ども・若者調査 

小学５年生・ 

中学２年生 

子ども・若者 

子ども・若者 ｎ=173 21.4 56.1 7.5 15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

将来瑞穂市に住みたいかについて 
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（14）こどもが利用できる居場所について 

こどもが利用できる居場所についてみると、小学５年生の保護者では、「A 

無料の学習の機会」「B 無料の体験活動の機会」で「利用したい」（７４.

７％、７９.７％）の割合が高くなっています。 

中学２年生の保護者では、「A 無料の学習の機会」「B 無料の体験活動の

機会」で「利用したい」（７４.２％、７３.９％）の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ  無料の学習の機会 ｎ=364

Ｂ  無料の体験活動の機会 ｎ=364

Ｃ  子どもの居場所 ｎ=364

74.7

79.7

63.7

25.3

20.3

36.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用したいと思わない小学５年生の保護者 

中学２年生の保護者 

Ａ  無料の学習の機会 ｎ=306

Ｂ  無料の体験活動の機会 ｎ=306

Ｃ  子どもの居場所 ｎ=306

74.2

73.9

51.3

25.8

26.1

48.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

こどもが利用できる居場所について 

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査 
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（15）子育て家庭の経済状況について 

①教育費で負担に感じるもの 

こどもの教育費で負担に感じるものを所得区分別でみると、小学５年生の

保護者では、他に比べ、「所得区分Ⅱ ２５２万円（Ⅰの１.５倍）未満」で

「制服・靴・鞄など身の回りのもの」（６４.７％）の割合が高くなっていま

す。 

中学２年生の保護者では、他に比べ、「所得区分Ⅱ ２５２万円（Ⅰの１.

５倍）未満」「所得区分Ⅲ ３３６万円（Ⅰの２倍）未満」「所得区分Ⅳ ３

３６万円（Ⅰの２倍）以上」で「学習塾や習い事など学校以外の教育費」（７

２.７％、７３.２％、７３.５％）の割合が高くなっています。 
 

教育費で負担に感じるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②進学について（現実） 

現実にこどもが将来どの段階まで進学すると思うかを所得区分別でみると、

小学５年生の保護者では、他に比べ、「所得区分Ⅳ ３３６万円（Ⅰの２倍）

以上」で「大学」（６５.４％）の割合が高くなっています。 

中学２年生の保護者では、他に比べ、「所得区分Ⅰ １６８万円（貧困線）

未満」で「高校」（５２.０％）の割合が高くなっています。 
 

進学について（現実） 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％

区分
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に
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担

は

感

じ

な

い

所得区分Ⅰ　168万円
（貧困線）未満

44 31.8 59.1 13.6 22.7 52.3 18.2 25 44.0 60.0 48.0 40.0 68.0 8.0

所得区分Ⅱ　252万円
（Ⅰの1.5倍）未満

51 45.1 64.7 17.6 21.6 54.9 15.7 44 31.8 56.8 27.3 25.0 72.7 6.8

所得区分Ⅲ　336万円
（Ⅰの2倍）未満

87 37.9 36.8 9.2 16.1 65.5 14.9 71 32.4 52.1 22.5 28.2 73.2 9.9

所得区分Ⅳ　336万円
（Ⅰの2倍）以上

182 20.9 33.5 6.6 12.6 60.4 28.0 166 16.3 33.1 10.2 15.1 73.5 16.3

小学５年生の保護者 中学２年生の保護者

単位：％

区分

有
効
回
答
数

 

（
件

）

中
学
校

高
校

専
門
学
校

・
専
修
学
校

短
期
大
学

大
学

大
学
院

そ
の
他

有
効
回
答
数

 

（
件

）

中
学
校

高
校

専
門
学
校

・
専
修
学
校

短
期
大
学

大
学

大
学
院

そ
の
他

所得区分Ⅰ　168万円
（貧困線）未満

44 9.1 45.5 13.6 4.5 20.5      - 6.8 25 16.0 52.0 16.0      - 16.0      -      -

所得区分Ⅱ　252万円
（Ⅰの1.5倍）未満

51 9.8 45.1 11.8 3.9 27.5      - 2.0 44 13.6 27.3 27.3 2.3 29.5      -      -

所得区分Ⅲ　336万円
（Ⅰの2倍）未満

87 1.1 21.8 17.2 9.2 43.7 1.1 5.7 71 7.0 21.1 12.7 1.4 56.3      - 1.4

所得区分Ⅳ　336万円
（Ⅰの2倍）以上

182 1.6 13.2 12.1 2.7 65.4 2.2 2.7 166 1.8 14.5 10.8 4.2 65.7 1.8 1.2

小学５年生の保護者 中学２年生の保護者

資料：瑞穂市子育て世帯の生活実態調査 
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（16）若者を取り巻く状況 

①今の生活の充実について 

今の生活の充実についてみると、『充実している』（「充実している」と「や

や充実している」の計）が９３.６％、『充実していない』（「あまり充実して

いない」と「充実していない」の計）が６.３％となっています。 
 

今の生活の充実について 

 

 

 

 

 

 

②将来への不安について 

将来に不安を感じているかについてみると、「感じている」が７５.７％、

「感じていない」が２４.３％となっています。 

 

将来への不安について 

 

 

 

 

 

 

③将来への不安の内容について 

将来への不安の内容についてみると、「収

入・生活費」が６３.４％で最も高く、次いで

「仕事」が２２.９％、「健康」が６.１％とな

っています。 

 

 

 

 

 

  

全体 ｎ=173 43.9 49.7 4.6 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

充実している やや充実している あまり充実していない 充実していない

全体 ｎ=173 75.7 24.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感じている 感じていない


n＝131

収入・生活費

仕事

健康

結婚

その他

63.4

22.9

6.1

4.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80%

資料：瑞穂市子ども・若者調査 
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④理想とする生き方について 

理想とする生き方についてみると、「家族と

幸せに暮らすこと」が４６.８％で最も高く、

次いで「自分の好きなように暮らすこと」が２

６.６％、「経済的に豊かになること」が２０.

８％となっています。 

 

 

 

 
 
 

⑤結婚について 

結婚についてみると、「結婚したほうがよい」が４２.２％で最も高く、次

いで「結婚しなくてもよい」が３２.９％、「結婚すべきだ」が１１.６％、

「わからない」が１１.０％、「結婚しないほうがよい」が２.３％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥仕事を選ぶうえで重視していること 

仕事を選ぶうえで重視していることについて

みると、「職場の雰囲気や人間関係が良いこと」

が７３.４％で最も高く、次いで「給料が高い

こと」が４８.６％、「仕事にやりがいを感じ

られること」が４８.０％となっています。 

 

 

 

 

 

ｎ=173
職場の雰囲気や人間関係が良い
こと

仕事にやりがいを感じられること

給料が高いこと

通勤の便など、地理的条件が良
いこと

正社員・正規職員で働くこと

残業や休日出勤が少ないこと

実力を適正に評価してくれること

専門的な知識や技能が身につく・
能力を生かせること

子育てや親の介護などが必要に
なっても働きやすいこと

長い年数働き続けられること

労働時間が短いこと

その他

73.4

48.0

48.6

44.5

32.9

45.7

21.4

19.7

32.9

30.6

11.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80%

ｎ=173

経済的に豊かになること

社会的な地位や名誉を得ること

自分の好きなように暮らすこと

社会のために尽くすこと

家族と幸せに暮らすこと

その他

わからない

20.8

1.2

26.6

1.2

46.8

0.6

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

全体 ｎ=173 11.6 42.2 32.9 2.3 11.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚すべきだ 結婚したほうがよい

結婚しなくてもよい 結婚しないほうがよい

わからない

結婚について 

資料：瑞穂市子ども・若者調査 
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⑦居場所について 

居場所についてみると、「一人で過ごせる」

「家族や友人、仲間と過ごせる」がともに６４.

２％で最も高く、次いで「問題や悩みを相談で

きる」が２４.３％、「仲間と共通の目標に向

かって活動できる」が２３.７％となっていま

す。 

 

 

 

 

⑧県や市が子ども自身の意見が聴いてもらえていると思うかについて 

「わからない」が５０.９％で最も高く、次いで「思わない」が３４.７％、

「思う」が１４.５％となっています。 

 

 

 

 

 

  

ｎ=173

一人で過ごせる

家族や友人、仲間と過ごせる

仲間と共通の目標に向かっ
て活動できる

問題や悩みを相談できる

わからない

その他

居場所の必要性を感じない

64.2

64.2

23.7

24.3

3.5

0.6

4.0

0% 20% 40% 60% 80%

全体 ｎ=173 14.5 34.7 50.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

思う 思わない わからない
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⑨瑞穂市が取り組む青少年や若者の施策に望むこと 

瑞穂市が取り組む青少年や若者の施策にどんなことを望むかについては、

「安心して出産・子育てのできる環境づくりを進める」が７２.３％で最も高

く、次いで「学校教育を充実する」が４２.２％、「経済的な困難を抱えてい

る家庭を支援する」が３９.９％となっています。 
 

瑞穂市が取り組む青少年や若者の施策に望むこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：瑞穂市子ども・若者調査 

  


n＝173

安心して出産・子育てのできる環境
づくりを進める

ほっとできる居場所を提供する

学校教育を充実する

参加しやすいイベントなどの情報を
提供する

経済的な困難を抱えている家庭を
支援する

若者が結婚しやすい環境をつくる

就職に向けた相談やサポート体制を
充実する

虐待を受けている人、虐待を受けた
経験のある人を支援する

悩み等を相談できる窓口を充実する

社会に出られない人が自立できるよ
う支援する

青少年の非行や犯罪防止などの取
組や環境づくりを進める

青少年や若者に関するボランティア
等の活動を支援する

地域活動や社会参加の機会を確保
する

自分の意見を発表できる機会を確保
する

その他

72.3

28.3

42.2

25.4

39.9

34.7

23.1

22.5

19.1

16.8

16.2

11.6

13.9

6.9

2.9

0% 20% 40% 60% 80%
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１０ こども・若者の意見                  
 

（１）スクールミーティング 

瑞穂市内の全小学校・中学校を訪問し、学校の生徒会委員や学校の代表とス

クールミーティングを行い、以下のような意見がありました。 

 

 ＜穂積小学校＞ 出席者：各委員会 委員長９名 

意見・要望 

①市内に入院施設のある大きな病院がほしい。 

②穂積地区にも本田コミセンや牛牧コミセンのように卓球などのできる市の施設がほ

しい。 

③公園でボール遊びが禁止されているが、違反している人もいる。小さな子が安心し

て遊べるように、ボール遊び専用の公園がほしい。 

④図書館の本を増やしてほしい。 

⑤芝生公園で危ない遊びをしている人もいる。 

小さな子が遊べる公園の遊具を増やしてほしい。 

⑥公園でのボール遊びを禁止するだけではなく、フェンスを高くするなどしてボール

遊び専用エリアを作ってほしい。 

⑦サッカーをしたいが、予約なしで利用できる公園がほしい。 

⑧バスケットゴールのある公園がほしい。スポーツのできる施設がほしい。 

⑨スポーツに関わるイベントをもっとやってほしい。 

⑩市民の誰もが年齢に関係なく、自由にゆっくりと休憩できる施設がほしい。 

⑪穂積小北西の交差点に右折信号がほしい。 

一斉下校の際に、児童が横断することで車が右折できず混雑し、危険。 

⑫歩道橋の隅にごみがたまっていたり、舗装がはがれていたりして危険。整備してほ

しい。 

⑬本巣縦貫道の歩道が危険すぎる。自転車が歩行者とすれ違いながら歩道を走行する

しかない。自転車でも安全に通れる道にしてほしい。 

⑭穂積小近くのコンビニの横断歩道に信号を付けてほしい。 

 

＜本田小学校＞ 出席者：６年生代表 

意見・要望 

①ごみがよく捨てられているので自主的に拾っている。 

ごみ拾いイベントをして街がきれいになるといいと思う。 

②市民病院を造ってほしい。 

③市民プール、温水プールがほしい。 

④体育館にエアコンがほしい。 

⑤市内に駄菓子屋やカフェがほしい。 

⑥本田せせらぎ公園で盗撮被害発生。防犯カメラを設置してほしい。 

⑦帰宅時間が確認できるように、市内の公共施設や公園に時計がほしい。 

⑧校区内に本が読める店がほしい。本屋を増やしてほしい。 

⑨遊具のある広い公園がほしい。 

⑩通学路がひび割れている。 

⑪チョーク粉が舞うので、黒板をホワイトボードにしてほしい。 

⑫校庭の遊具が錆びて使えない。新しいものがほしい。 
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＜牛牧小学校＞ 出席者：６年生代表 

意見・要望 

①大きな公園や子どもの遊べる施設がほしい。コミセンのような交流できる場所がほ

しい。 

②通学路に犬の糞が放置されている。何とかしてほしい。 

③国枝医院の横断歩道はみんな止まらない。 

④プールの更衣室やトイレが汚くて使えない。きれいなものにしてほしい。 

⑤学校のウォータークーラーに藻が生えていて飲めない。何とかしてほしい。 

⑥サーキュレーターを回すと窓の外の熱い空気が入ってくる。何とかしてほしい。 

⑦授業中窓から虫が入って来るので、網戸を付けてほしい。 

⑧エアコンが２台ある教室がある。うちの教室もほしい。 

⑨田んぼにごみが浮かんでいる。何とかしてほしい。 

 

＜生津小学校＞ 出席者：委員会委員長 

意見・要望 

①かすが公園のように緑の多い公園を整備してほしい。 

②公園にトイレが無いので、整備してほしい。 

③生津小学校区に保育園が無いので造ってほしい。 

④あいさつのあふれる街にしてほしい。 

⑤ポイ捨てが多いので、ごみ箱を増やしてほしい。 

⑥生津小学校区にも、本田コミセンのように、こどもが集まって遊べるコミュニティ

センターがほしい。 

⑦熱中症になってしまわないように、小学校の体育館にもエアコンがほしい。 

 

＜南小学校＞ 出席者：６年生代表 

意見・要望 

①時間を確認したいので、(分団登校の）集合場所に時計がほしい。 

②通学路に大きな水たまりがある。修繕してほしい。 

③横断歩道、止まらない車が多く危ない。見守りの人を増やしてほしい。 

④通学路上の十字路のカーブミラーが見えにくいので、見やすくしてほしい。 

⑤校庭の遊具が少ないので取り合いになり小さな子は遊べない。増やしてほしい。 

⑥遊具がない公園もある。遊具を増やしてほしい。 

⑦体育館の倉庫の扉があけにくい。もう何年にもなる。直してほしい。 

⑧道が凸凹していて、自転車のかごの物が落ちてしまうほど危険。直してほしい。 
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 ＜中小学校＞ 出席者：６年生代表 

意見・要望 

①地域の平和（温かい言葉がけ、見守り）・生命の大切さ（いじめなし）を維持して

ほしい。 

②公園や、子どもが集まれる市内施設を増やしてほしい。交流が促進され関係性が良

好になる。 

③みんなが集まれるイベントをたくさん実施してほしい。交流が促進され関係性が良

好になれば、いじめがなくなる。 

④通学路がひび割れている。修繕してほしい。止まらない車が多いので、横断歩道に

「子どもが通ります」や速度制限の標識を付けてほしい。 

⑤人権を尊重しいじめをなくすために、挨拶は大切。 

人との関係性が深まり、相手を尊重できるようになる。心の安全につながる。 

⑥事件に巻き込まれないために、防犯カメラをもっと設置してほしい。 

⑦素足で入って遊べるくらいきれいな川がほしい。 

地域の人の協力を得ながら、きれいな川を維持したい。 

⑧小さい子から高齢者までが関心を持ち、わかりやすい表示の避難所までの案内看板

を、市と市民が共同で作成し、設置してほしい。（子どもの足で〇分、あいうえお

作文で表示など） 

⑨美江寺地区は空き家が多い。危険な空き家は害獣が住み着き環境を悪化させる。 

台風など隣の家や人に危険が及ぶので早急に何とかしてほしい。 

⑩バスの本数をもっと増やしてほしい。 

 

＜西小学校＞ 出席者：６年生代表 

意見・要望 

①夜道が暗いので、街灯を増やしてほしい。 

②用水路が危ないので柵を設置してほしい。 

③ごみが道路に捨ててある。もっとごみ箱を設置してほしい。 

④お帰りチャイムが鳴っても帰らない人がいる。何とかしてほしい。 

⑤公園でのルールを守らない人がいる。注意喚起してほしい。 

⑥瑞穂市が住みやすいまちだと感じている。姉妹都市をつくってグローバル交流した

い。 

⑦災害に備えて堤防を強化してほしい。 

⑧富有柿発祥の地をもっとアピールしてほしい。 
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＜穂積中学校＞ 出席者：生徒会執行部 

意見・要望 

①放課後児童クラブが定員オーバーで利用したい人が入れない。 

利用したい人への対応をしてほしい。 

②小学校の校庭の遊具が少なくなった。 

みんなが遊べるように、もっと造ってほしい。 

③駅前サードプレイスのように、高齢者から若い人が集える憩いの場所がほしい。 

④駅前で実施する夜市は、中学生で大変賑わった。 

中高生が参加できるイベントがほしい。イベントを増やし、活気づけたい。 

⑤夕方、道が暗いので危ない。明るくしてほしい。 

⑥難聴学級を学習段階や学年に応じたクラス編成にしてほしい。 

⑦体育館にも電子黒板がほしい。 

 

 

＜穂積北中学校＞ 出席者：生徒会執行部 

意見・要望 

①学校東側のグランドの水はけが悪い。何とかしてほしい。 

②自転車のヘルメット、小中学生は着用しているのに、大人や高校生は着用していな

い人が多い。安全のためにも義務化にしたらどうか。 

③総合体育館がほしい。 

④学校で貸与されているタブレットが校外活動でも使用できるよう検討してほしい。 

⑤街路灯を増やしてほしい。（堤防や人気の少ない所につけてほしい） 

⑥駅まで行くみずほバスの本数を増やしてほしい。 

⑦ 試験的に自転車通学を行っている。駐輪場がないので造ってほしい。 

 

＜巣南中学校＞ 出席者：３年生代表 

意見・要望 

①通学路を安全に整備してほしい。 

②通学路に街路灯を増やしたい。 

南保育所～ガソリンスタンド、十八条地内、巣南中学校付近 

③机上にタブレットを置くため、置広くできるキットがあるので、教室の机をサイズ 

アップしてほしい。 

④歩いて行ける範囲に若い人が集える場所やカフェのような飲食店を増やしてほし

い。 
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（２）みんなの意見でよりよい岐阜県に！（岐阜県実施） 

  岐阜県が令和６年度に県内在住のこども・若者を対象に意見募集を行ったとこ

ろ、瑞穂市民から以下のご意見がありました。（１１月末現在４５件） 

 

意見・要望（一部抜粋） 

公園や遊び場やス

ポーツ施設のこと 

 

 

①こどもが家の前や空き地でも遊べない。気軽に楽しく遊べて、

地域の大人が見守る地域にするべき。（社会人） 

②公園でボール遊びが禁止になっているところが多くて、困って

しまいます。近所のかたの迷惑になるかもしれないという意味

があると思いますが、近所の方も公園で遊ぶ人も楽しく使える

ようにしてほしいです。（小学生） 

③公園のトイレが汚いし、和式が多いから洋式トイレにして掃除

もこまめにしてほしい。（小学生） 

④公園を増やしてほしいです。（小学生） 

学校のこと 

 

 

①家族の仕事が平日休みのため、平日を利用して出かけたいです

が、学校が平日授業土日祝日休みのため外出の機会を設けられ

ません。１学期に１回程度は土日授業などを実施して平日振替

休日を設定するなど、家族で平日に出かけられる機会を作って

もらいたいです。（３０代） 

②学校のＩＣＴ化が遅れている。入学時・進級時の提出書類や

日々の連絡帳など手書きの書類が多すぎます。学校も電子化は

タブレット使用程度でプログラミングやＰＣを使った授業など

が少なすぎます。（３０代） 

③雨が降ってもできるように室内プールもつかえるようになって

ほしい。（小学生） 

公共施設のこと ①友達と勉強ができる施設があると嬉しい。（小学生） 

まちづくりのこと 

①駅周辺に目立った施設が何もなく、長年この状況のため、駅付

属の施設があったらいいのにと思っています。スーパーやファ

ストフード等の飲食店もなく、電車での帰り道に「どこか寄っ

て行こうかな」「お土産買いたいな」「疲れたから夕飯買って

帰ろうかな」と思えるようなものが欲しいです。（３０代） 

②水害になった時に、高いところがないので造ってほしい。（中

学生） 
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１１ 瑞穂市の課題                     
 

本市のこどもをめぐる現状やアンケート調査の結果などから、すべてのこ

どもの支援施策の充実に向けて、以下のような課題が考えられます。 

 

（１）こどもの数の減少、保育所利用者の増加 

瑞穂市では、こどもの数（１５歳未満人口）が毎年減少していますが、保

育所を利用している児童数は、令和５年から増加傾向となっており、令和６

年４月には１,４０８人となっています。 

婚姻状況では、女性の２０代で未婚率の改善がみられ、合計特殊出生率で

は、平成３０年の１.６０から令和元年に１.４８に低下しましたが、令和４

年では、１.５８と上昇しています。 

このように、こどもの数の減少傾向はあるものの、保育ニーズの増加や未

婚率や合計特殊出生率等のこどもに関する指標に改善がみられるため、今後

も現状を注視しつつ、子ども・子育てに係る環境整備の充実を図っていく必

要があります。 

 

（２）女性の就労実態を踏まえた環境整備 

瑞穂市では、女性の就業率をみると、５年前の状況と比べて、２０代前半

から４０代後半までの年代で就業率が上昇しています。今まで課題とされて

きた出産・育児期の就業率の落ち込みを指す、いわゆる「Ｍ字カーブ」が改

善されつつあると言えます。 

また、令和５年度に実施したアンケート調査では、就学前の女性保護者の

就労している割合も、５年前の調査と比べて増加しており、フルタイムでの

就労者については、３５.１％から３９.９％に増加し、ほぼ４割がフルタイ

ムで働いていることがわかりました。 

こうした女性の就業率の増加や就労の実態を踏まえて、本市においても、

支援ニーズに合わせてサービスの提供を行うことが必要ですが、保育施設・

放課後児童クラブなど待機児童がみられる状況であるため、待機児童の解消

が優先課題となります。 
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（３）こどもの貧困 

瑞穂市では、生活困窮の家庭に対する支援やこどもの学習支援等こどもの

貧困に対する支援等を行ってきました。 

子育て世帯の生活実態調査では、「大学」まで進学するという世帯が多い中、

所得の少ない世帯では「高校」までという結果が出ており、経済状態が進学

先に影響することが明らかになりました。児童・生徒本人の進学先の希望が

家庭の経済状況によってかなわないという状況にならないよう、世帯の支援

も含めて、貧困の状況にあるこども・若者に対する支援が課題となります。 

 

（４）こどもの居場所 

瑞穂市の全小・中学校で実施したスクールミーティングでは、学校生活に

とどまらず日々の生活に関わる意見や要望がありました。その中で、公園や

スポーツ施設、こどもが交流できるコミュニティセンター等こどもが集まっ

て遊んだり、スポーツをしたりすることができる居場所づくりについての意

見も多く、ニーズがうかがえました。また、こどもだけでなく高齢者から若

い人まで集える場所についても意見があり、市民の交流の場所としての居場

所づくりも今後の課題と言えます。 

 

（５）こども・若者の理解（自己肯定感・将来への不安） 

瑞穂市では、昨年度実施しているアンケート調査を通じて小中学生や高校

生から３４歳までの若い世代に対して、様々なこども・若者の思いを聴くこ

とができました。 

小中学生では、「今の自分が好き」と思う自己肯定感について、小学５年生

は６６.９％、中学２年生は６１.３％となっており、国の調査結果の６０.

０％を上回っています。この結果を踏まえ、学童期・思春期の“みずほ”の

こどもたちがさらに自己肯定感を高め、大きく成長することができる環境づ

くりが必要と考えられます。 

若者では、「こどもの意見聴取」について３４.７％が「しているとは思わ

ない」、５０.９％が「わからない」と回答しています。また「今の生活の充

実」について、９３.６％と９割以上が「充実している」という回答をしてい

る一方、「将来の不安」については、７５.７％と７割以上の若者が将来に不

安を感じています。不安の内容としては「収入・生活費」が６３.４％と突出

しており、お金に関する不安を最も感じていることが分かりました。こうし

た結果を受けて、こどもの意見を聴く機会をつくること、経済的な基盤の安

定への取り組み、悩みや不安に対する相談体制等、若者が明るい将来の展望

を持って暮らす社会を目指して支援を行う必要があります。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念                             
 

                                      

すべてのこども・若者がしあわせに暮らせるまち・みずほ 

 

本市では、こどもと子育て家庭への支援、地域で支える環境づくり等を通

じて、さまざまな子育て支援に係る施策に取り組んできました。 

「第２次総合計画」では、子ども・子育て分野の基本目標を「心が通う助

け合いのまち」や「夢あふれ希望に満ちたまち」を掲げ、目指す姿として

「子どもと子育て家庭の状況に応じて必要な支援が行き届くまち」「子どもと

子育て家庭が地域コミュニティにも支えられるまち」「子ども一人ひとりの個

性を認め、心豊かに成長できるまち」「保護者が子育ての喜びを感じられるま

ち」としています。 

 国においては、令和５年４月１日にこども基本法が施行され、それにとも

ないこども大綱にこども施策に関する基本的な方針、こども施策に関する重

要事項、こども施策を推進するための必要な事項が定められました。こども

大綱では「こどもまんなか社会」すなわち、全てのこども・若者が身体的・

社会的に幸福な生活を送ることができる社会を目指すこととしています。 

本市においても、「こどもまんなか社会」を目指し、こども・若者および子

育て世代が将来に対して明るい展望を持てるようにしていくことが必要です。 

本市では、こども・若者の権利が尊重され、自ら意見を表明することがで

き、最善の利益が図られるまちの実現をめざして、本計画の基本理念を「す

べてのこども・若者がしあわせに暮らせるまち・みずほ」と定め、こども・

若者に関わる施策を全庁的に展開していきます。 

 

 

 

 

  

指標名 現状値（Ｒ６） 方向性 

「こどもまんなか社会」の実現に向かって

いると思いますか。 

「思う」と回答した割合 

（子ども・若者調査） 

12.1％    

目標となる指標 

基本理念 
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２ 基本的な視点                          
 

（１）こども・若者の権利を尊重する視点 

こども・若者を権利の主体として認識し、多様な人格や個性を持つ個人と

して尊重することを基本的な視点とします。こども・若者の権利を保障し、

こども・若者の最善の利益を図ることをめざした取り組みを推進します。 

 

（２）こども・若者・子育て当事者の意見を尊重する視点 

こども・若者が自らのことについて意見を形成して、表明することを尊重

します。そのために必要な支援等を行い、こども・若者が意見を表明しやす

い環境づくりを進めます。同時に、おとなは、こども・若者の意見に真摯に

向き合い、その実現のために注力します。 

 

（３）切れ目のない子育て支援の充実の視点 

こども・若者や子育て家庭の状況に応じて必要な支援が途切れることなく

提供されるよう、切れ目のない子育て支援の充実を図ります。同時に、こど

も・子育て支援の量的拡充と質的改善を図ることが必要です。 

 

（４）すべてのこども・若者の健全な成長を支援する視点  

乳幼児期からの安定した愛着の形成を保障し、すべてのこども・若者が愛

着を土台として相互に人格と個性を尊重されながら、様々な学びや体験の機

会を通じて自己肯定感や自己有用感を高め、幸せな状態で成長できるよう支

援します。 

 

（５）若い世代の自立への支援 

若い世代の多様な価値観や考え方を尊重することを前提に、若い世代の生

活の基盤の安定、それぞれの希望に沿った結婚や子育てへの支援を通じて、

若い世代の自立を支援します。 
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３ 計画の体系                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

す
べ
て
の
こ
ど
も
・
若
者
が
し
あ
わ
せ
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
・
み
ず
ほ 

１ 安心して出産・子育てができる環境を整備する 

【妊産婦への支援、不妊治療助成】 

２ 心と体の健やかな成長を支援する 

【母子保健事業】 

３ こどもの発達を支援する 

【障がい児、医療的ケア児、発達障がい】 

 

１ 質の高い教育・保育を充実させる 

【保育、幼児教育、小中学校】 

２ 居場所づくりを推進する 

【放課後児童クラブ・放課後子ども教室、 

適応指導教室、不登校】 

３ 豊かな体験や活躍（発表）の場を充実させる 

【各種体験機会】 

４ こども・若者の安全・安心な環境をつくる 

【自殺対策、インターネット利用の教育、犯罪防止】 

１ 地域社会における子育て支援活動を推進する 

【ファミリー・サポート・センター、 

子育て支援活動、家庭教育支援】 

２ 未就園の親子が集まる場を充実させる 

【地域子育て支援拠点】 

３ 安全・安心の生活環境を整備する 

【こどもまんなかまちづくり、こどもの安全確保 

（住宅・道路・交通安全等）】 

 

１ こども・若者の権利を守る 

【こどもの権利、意見表明の機会、ヤングケアラー】 

２ 困難な状況を抱えるこども・家庭を支援する 

【こどもの貧困対策、児童虐待、要保護児童対策、 

ひとり親支援】 

 

１ 結婚・子育てを支援する 

【結婚、ライフデザイン】 

２ 仕事と子育ての両立と経済基盤安定を支援する 

【共働き・共育て、延長保育、保育所一時預かり】 

基 本 目 標 施 策 目 標 ・ 施 策 

基本目標１ 

親と子への切れ目の

ない支援 

基本目標２ 

こども一人ひとりの成

長を育む環境づくり 

基本目標３ 

子育て家庭を地域で

支える環境づくり 

基本目標４ 

すべてのこども・

若者の立場に立っ

た支援 

基本目標５ 

若い世代の生活基盤

安定のための支援 
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第４章 施策の展開 

 

基本目標１ 親と子への切れ目のない支援           
 

 

 

こどもは、乳幼児期から学童期、思春期、青年期のそれぞれのライフステ

ージに応じて多様な経験や学習をしながら成長していきます。それぞれの発

達段階に応じて必要とされる支援は異なりますが、切れ目なく連続的に行わ

れる必要があるとされています。 

本市では、こども・若者が大人となり、自分らしく社会生活を送ることが

できるようになるまでの一連のライフステージの過程において、様々な分野

の関係機関が継続的に連携し、教育・保育、保健、医療、療育、福祉の切れ

目ない支援を行います。 
 

基本目標１－１ 安心して出産・子育てができる環境を整備する 

 

 

 安心して出産・子育てができるよう、児童福祉と母子保健の一体的な相談

支援等を行う「こども家庭センター」を中心に、産前産後から子育て期を

通じた切れ目のない支援体制の構築を図ります。 

 子育て応援アプリ「みずほすくすくナビ」を通じて、瑞穂市の子育てサー

ビス情報等を手軽に入手することができるようにし、妊娠から子育てまで

サポートする環境づくりを進めていきます。 

 不妊に悩む人への支援として、治療費の助成により経済的負担の軽減を図

ります。 

 

 
             

 名称 概要 担当課 

1 母子健康手帳の交付 

妊娠届出により、妊娠期から乳幼児期ま

での健康管理が一括して行えるよう、母

子健康手帳を交付します。 

子ども支援課 

2 妊産婦健康診査 

妊婦および産婦が受ける健康診査（妊婦

健康診査・産婦健康診査）による費用を

一部助成することにより、妊婦および産

婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽

減を図り、安心して妊娠・出産・子育て

ができる体制を確保していきます。 

健康推進課 

施策の方向性 

主な関連事業等 

基本目標の概要 
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 名称 概要 担当課 

3 

子 育 て 応 援 ア プ リ

「みずほすくすくナ

ビ」 

「みずほすくすくナビ」は、妊娠から

子育てまでサポートする子育て応援ア

プリです。瑞穂市の子育てサービス情

報（妊娠、出産、子育て情報等）、成長

記録の保存（母子手帳機能）、予防接種

スケジュール管理などを一括で行うこ

とができます。 

子ども支援課 

4 
風しん予防接種費用助

成 

妊娠期の風しん罹患を予防するため、風

しんの抗体価が低いかたのうち、妊娠を

希望する女性、風しんの抗体価が低い妊

婦の同居者へ、風しんワクチンおよび麻

しん風しん混合ワクチンの接種費用を助

成します。 

健康推進課 

5 妊婦歯科健康診査 

歯周病による早産を防ぐため、妊婦を対

象に市内指定歯科医院にて公費負担に

より歯科検診を行います（1 回の妊娠に

つき 1回） 

健康推進課 

6 
妊婦等包括相談支援

事業 

妊娠期から子育て期まで一貫して身近

で相談に応じ、出産・育児の見通しを

一緒に確認する面談を実施し、子育て

関連のイベントや相談の実施を通じて

各関係機関とも情報共有しながら必要

な支援につなぎます。 

子ども支援課 

7 
妊婦のための支援給

付金 

妊娠期から子育て期まで一貫して身近

で相談に応じ、様々なニーズに即した

必要な支援につなぐ伴走型の相談支援

を充実させ、経済的な支援を一体とし

て実施する事業です。 

子ども支援課 

8 不妊治療助成 

不妊治療を受けている夫婦の経済的負

担の軽減を図るため、保険診療の特定

不妊治療と併せて実施した「先進医

療」にかかる費用の一部を助成しま

す。 

健康推進課 

9 
新生児聴覚検査費助

成 

生まれて間もない時期に行う耳の聞こ

えの検査である「新生児聴覚スクリー

ニング検査」の検査費の一部助成をし

ます。 

健康推進課 

10 

利用者支援事業 

（こども家庭センタ

ー型） 

妊産婦や乳幼児の健康の保持・増進に

関する包括的な支援、すべてのこども

と家庭に対して虐待への予防的な対応

から個々の家庭に応じた支援まで切れ

目なく対応します。また関係機関と支

援内容を共有し、効果的な支援を実施

します。 

子ども支援課 
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 名称 概要 担当課 

11 養育支援訪問事業 

養育に不適切な状態にある家庭など

虐待のおそれやリスクがある家庭、

若年の妊婦、妊婦健診未受診の妊

婦、望まない妊娠をした妊婦等に対

し、保健師、家庭相談員等の専門職

が訪問による相談や指導などの支援

を継続的に行います。 

子ども支援課 

健康推進課 

12 
子育て世帯訪問支援

事業 

家事・子育てに対して不安や負担を

抱える子育て家庭、妊産婦、ヤング

ケアラー等がいる家庭を訪問し、家

事・子育て支援を行い虐待リスクの

高まりを未然に防ぎます。 

子ども支援課 

 

13 

子育て短期支援事業

（ショートステイ・

トワイライトステイ

事業） 

出産や病気などの社会的事由で一時

的に家庭において養育ができない場

合に児童福祉施設等で養育保護を行

う事業です。 

多様なニーズに対応するため、関係

機関と連携して支援するなど、より

きめ細やかな対応が必要になってき

ています。 

今後は事業のより一層の周知を図る

とともに、それぞれの家庭のニーズ

に対応できるよう継続実施していき

ます。 

子ども支援課 

14 
産前・産後ヘルパー

派遣費用助成事業 

妊娠中や産後の間もない時期に、妊

産婦のかたが身体等の負担軽減のた

めに利用する育児及び家事をサポー

トする産前・産後家庭支援ヘルパー

の派遣に要する一部を助成します。 

子ども支援課 

15 

産後ケア事業 

（訪問型・通所型・ 

 宿泊型） 

出産後、家族などからサポートが十

分に受けられないかた、産後の回復

が思わしくないかた、自宅での育児

に不安があるかたに対し、助産師等

が母子の健康管理や産後の生活アド

バイス、沐浴や授乳などの育児手技

の指導、その他育児の相談やアドバ

イスなどを行います。 

健康推進課 

16 児童手当 

家庭等における生活の安定と次代の社

会を担う児童の健やかな成長を支援す

ることを目的として、児童を養育してい

るかたに支給しています。 

子ども支援課 

17 
福祉医療費助成 

（乳幼児等） 

１８歳到達の年度末までの児童を対象

に、こどもの健全育成および保健の向

上、ならびに福祉の増進を図るため、保

険診療による医療費の自己負担分を助

成しています。 

子ども支援課 
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 名称 概要 担当課 

18 食育の推進 
離乳食教室や親子クッキング教室等の実

施により、保護者や市民を対象に食の大

切さについて啓発します。 

健康推進課 

幼児教育課 

19 各種教室 

パパママくらぶ、産前産後交流会、

産後ママくらぶ、親子ふれあい教室

などで、安心して出産や子育てを行

うことができるよう学んだり、運動

やリラクゼーションを行ったり、交

流会を行います。 

子ども支援課 

 

基本目標１－２ 心と体の健やかな成長を支援する 

 

 

 乳幼児期からの安定した愛着（アタッチメント）の形成は、こども・若者

の良好な成育環境を確保する上で重要です。親子がともに健やかに生活で

きるよう支援するとともに、様々な場面において大人との間に良好な関係

を築き、安定した情緒と社会性を持つ大人に成長することができるように、

支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

20 ○新 １か月児健康診査 

生後１か月ごろの乳児を対象に、発

育状況や健康状態を確認し、育児相

談を行い支援していきます。 

健康推進課 

21 
乳児家庭全戸訪問事

業 

生後４か月までの乳児がいるご家庭

に助産師または保健師が訪問する事

業です。子育てに関する情報を提供

するとともに、保護者から育児に関

する話を聴くことで、虐待や育児の

孤立を防ぎ、安心して子育てがで

き、赤ちゃんが健やかに成長できる

ように支援します。訪問以降も継続

して支援が必要な家庭には、関係課

と連携を図り支援していきます。 

子ども支援課 

健康推進課 

22 乳幼児健康診査 

生後４〜５か月児、１歳６か月児、

３歳児を対象に、疾病の早期発見・

発育発達の確認及び保健指導を行

い、必要に応じて継続的な支援につ

なげます。 

健康推進課 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

23 各種相談事業 

妊娠や育児に対する不安を持つかた

や乳幼児健康診査において経過観察

が必要とされた児童に対し、身体測

定および個別相談を行います。 

子ども支援課 

健康推進課 

10 か月児および２歳児を対象に、集

団指導（歯の話など）や遊びの広場

等を実施し、健全な発育・発達の支

援を行います。 

健康推進課 

24 各種教室 

離乳食教室では、離乳食が２回食へ

進む時期であるおおむね生後７～８

か月のこどもと保護者を対象に、管

理栄養士が離乳食の進め方の話をし

ながら、実際の離乳食の試食を行い

ます。 

 

健康推進課 

 

 

発達に気がかり等がある２～３歳児

とその保護者を対象とした親子支援

教室で、保育士を中心に小集団での

遊びや製作遊び、育児相談等を行い

ます。 

健康推進課 
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基本目標１－３ こどもの発達を支援する 

 

 

 こども基本法に加え、障害者の権利に関する条約の理念を踏まえ、障がい

のあるこども・若者、発達に特性のあるこども・若者の地域社会への参

加・包容を推進します。 

 障がいのあるこども・若者とその保護者が、障がいの状態に応じたきめ細

かな支援を受けられるようにするとともに、地域で安心して生活できるよ

う、保健、福祉、教育などの各種施策の円滑な連携により、総合的な取り

組みを進めます。 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

25 

特別な支援が必要な

こ ど も に 対 す る教

育・保育の充実 

一人ひとりの多様な教育・保育ニー

ズに応じるため、関係機関との連携

により、こどもの特性や実態を把握

し、長期的な視点に立った個別の教

育支援計画や指導計画の作成・充

実・活用に努め、職員の共通理解の

もと支援を行います。また、支援の

必要なこどもやその保護者一人ひと

りに寄り添った教育・保育が実施で

きるよう、発達障がい等に関する基

礎的な知識・対応技能を習得できる

研修・指導体制を整えます。 

学校教育課 

幼児教育課 

26 
医療的ケア児の保育

支援 

保育所等における医療的ケア児の受

入れを実施するため、看護師等の配

置など、医療的ケア児の受入れ環境

の整備・充実を図り、医療的ケア児

の地域生活を支援します。 

幼児教育課 

27 
教育相談 

（特別支援教育等） 

特別支援教育等に不安や悩みをもつ

保護者の教育相談を行います。教育

相談員が月～金曜日の午前 10 時～午

後３時まで子育てや不登校、発達障

がいに関する相談を受け付けていま

す。 

学校教育課 

28 就学相談 

一人ひとりの教育的ニーズに応じ

た、より適切な支援を行うことがで

きるように、就学相談会の実施、サ

ポートチームの巡回訪問、指導・助

言等、早期からの相談対応や就学指

導を行っています。 

学校教育課 

 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

29 
特別支援教育就学奨

励費事業 

特別支援学級に在籍する児童生徒に

対し、学校生活に係る経費の一部を

援助します。 

学校教育課 

30 

障 が い の あ る こ ど

も・若者に対する相

談体制の充実 

ケアマネジメントの質の向上や連携

強化のための研修会を通し、コーデ

ィネーターや相談支援専門員のスキ

ルアップを促進します。 

福祉生活課 

31 

障 が い の あ る こ ど

も・若者に対する福

祉サービスの実施 

居宅サービスでの生活をサポートす

る、障がい福祉サービス（居宅介

護、短期入所、移動支援、日中一時

支援等）を実施します。 

障がいのあるこども・若者が身近な

地域で支援が受けられるよう、障が

い児通所支援（児童発達支援、放課

後等デイサービス、保育所等訪問支

援）を実施します。 

福祉生活課 
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基本目標２ こども一人ひとりの成長を育む環境づくり       
 

 

 

「こども大綱」が掲げる「こどもまんなか社会」の考え方では、こどもたち

が良好な成育環境の下で生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人と

して権利が擁護され、将来にわたって幸せな状態で生活を送ることができる社

会の実現を目指しています。 

本市においても、こどもまんなか社会の実現を目指し、発達段階に応じた質

の高い教育・保育、子育て支援を充実させていきます。また、個性や多様性が

尊重される中で、自己肯定感を高く持ち、一人ひとりが健やかに成長できる環

境づくりを進めていきます。 

 

基本目標２－１ 質の高い教育・保育を充実させる 

 

 

 幼児期の教育・保育は、こどもの生涯にわたる人格形成を培う重要なもの

です。安全・安心な環境の中で教育・保育が提供される状態を実現すると

ともに、関係者の資質の向上に取り組み、保育、幼児教育から小学校への

連続性のある質の高い教育・保育の実現を目指します。 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

32 ○新  教育・保育の質の

向上 

質の高い保育の提供のために、保育

業務に関するＩＣＴサービス等を活

用し、保育業務の効率化を図ること

で、こどもと向き合う時間を充実さ

せ、質の向上につなげます。 

幼児教育課 

  

施策の方向性 

主な関連事業等 

基本目標の概要 



61 

 

 名称 概要 担当課 

33 
幼稚園教諭・保育士

の資質向上 

就学前教育・保育の基本理念のも

と、幼稚園教諭・保育士が共に、本

市のすべてのこどもの健やかな育ち

に向けて、研修体制を充実させ、オ

ンライン受講などにより幅広く学ぶ

機会を持つことで、より効果的に資

質向上に努めます。 

また、市内の幼稚園教諭と保育士の

合同研修を通じて、教育・保育の共

通理解を深め、実践につなげます。 

学校教育課 

幼児教育課 

34 
保育及び放課後児童

クラブの人材の確保 

保育補助者等の活用や処遇改善、若

手保育士等への保育士支援アドバイ

ザーによる巡回支援、潜在保育士の

復職支援等により、労働環境改善や

保育士の職場定着・復職支援を行

い、保育人材の確保を図ります。ま

た、保育士等の資格を持つ人材に限

らず、放課後児童クラブ指導員等、

ニーズに応じた人材確保を進めま

す。 

幼児教育課 

35 認定こども園の普及 

認定こども園は、幼稚園機能と保育

園機能を併せ持ち、地域における子

育て支援機能を果たすことが義務付

けられている施設です。 

本市では、保護者の就労状況に関わ

らず入園が可能で、すべてのこども

に質の高い教育・保育が提供され、

保護者ニーズにも応えることができ

る認定こども園の普及に向け推進し

ていきます。 

幼児教育課 

36 
教育・保育環境の充

実 

教育・保育施設を計画的に整備し、

地域の特性に応じた教育・保育サー

ビスを提供します。施設の老朽化対

策のため、順次建替えや改修等を検

討し、安心・安全に過ごせる環境づ

くりに取り組みます。 

 

 

幼児教育課 

 

 

37 

子育て関連施設の快

適性・利便性向上の

ための施設改修事業 

保育所などの児童福祉施設、認定こ

ども園、小規模保育事業所、幼稚園

等において、こどもたちが快適に過

ごすことができるよう環境改善（大

規模改修、老朽化対策、ＬＥＤ照

明・空調・遊具・防犯対策設備の設

置、バリアフリー改修、園庭の整

備、トイレの洋式化など）を進めま

す。 

教育総務課 

幼児教育課 
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 名称 概要 担当課 

38 

教育施設の快適性・

利便性向上のための

施設改修事業 

小中学校において、児童生徒が快適

に過ごすことができるよう環境改善

（大規模改修、老朽化対策、ＬＥＤ

照明・空調・遊具・防犯対策設備の

設置、バリアフリー改修、校庭の整

備、トイレの洋式化など）を進めま

す。 

教育総務課 

学校教育課 

 

39 ○新  学校における食育

の推進 

保護者への給食だよりの発行など、

児童生徒の発達段階や生活実態に応

じて食育の充実を図り、食の大切さ

について啓発します。 

また、地産食材やオーガニックを取

り入れた給食を提供し、食に関心を

もつことができる取り組みを推進し

ます。 

学校教育課 

給食センター 

40 幼保小連携の推進 

幼保小の円滑な接続へ向けた連携・

交流ができるような体制の充実を目

指して、幼稚園、保育所、小学校等

の関係者による意見交換や研修の機

会を増やし、幼保小連携・接続をさ

らに推進します。 

学校教育課 

幼児教育課 

41 次世代の親の育成 

中学校の授業において、全生徒が乳

幼児の保育を体験し、命の大切さを

実感するとともに、家庭や子育てに

ついて考える機会を提供します。 

児童期から子育てへの関心を深め、

次世代を担うこどもたちの個性や能

力を活かした成長を促します。 

学校教育課 

42 英語検定料助成事業 

グローバル社会に対応できる英語力

と学習意欲を高めるために、公益財

団法人日本英語検定協会が実施する

実用英語技能検定を受験する中学生

の検定料の一部を助成します。 

学校教育課 

43 
「英検ＩＢＡ」の受 

験 

英語力の定着度を生徒自身が自覚す

ることで主体的に学習に向かう姿勢

を育むために、市内全中学生が学校

において「英検ＩＢＡ」の受験を実

施します。 

学校教育課 

44 ＩＣＴ教育推進事業 

タブレット端末等のＩＣＴ機器を活

用し、情報を取捨選択して学んだ

り、表現方法を自分自身で考え発

信・伝達したりして、仲間と考えを

共有しながら情報活用能力を育成し

ます。 

学校教育課 
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基本目標２－２ 居場所づくりを推進する 

 

 

 こども・若者が、年齢を問わず、相互に人格と個性を尊重しながら、安全

に安心して過ごせる多くの居場所を持つことができるよう支援します。 

 こどもの意見では、こどもが遊び・スポーツができる居場所、こどもだけ

でなく高齢者から若い人まで集える居場所等という意見が出ており、今後

もこども・若者からの意見を聴きながら居場所づくりに努めます。 

 すべてのこどもが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行う

ことができるよう放課後児童クラブや放課後子ども教室の充実を図りま

す。 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

45 
こどもの生活支援強化

事業 

こどもの居場所等において、相談支

援や訪問をしての相談支援を行うと

ともに、食事の支援（宅食、フード

バンク等）や生理用品配布等を通じ

支援が必要なこどもを早期に発見

し、行政等の必要な機関につなげ、

子育て世帯の孤立を防ぎ、こどもに

対する地域の支援体制を強化しま

す。 

子ども支援課 

46 学習支援事業 

みずほわくわくスクールでは、不登

校などの理由により居場所が必要な

こどもに対して、無償の学習機会の

確保や居場所を提供します。 

福祉生活課 

（社会福祉協

議会） 

ひとり親家庭のこどもの生活・学習

支援を週１回行い、進路や勉強に対

する相談を受け、学習機会の提供を

行います。 

子ども支援課 

47 子ども食堂の運営支援 

子ども食堂又は子ども宅食の新設や

運営等に必要な経費の一部を支援し

ます。 

福祉生活課 

 

 

  

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

48 
放課後児童健全育成事

業 

放課後児童クラブ（放課後児童健全

育成事業）は、小学校に就学してい

る児童であって、その保護者が就労

等により昼間家庭にいない児童に、

適切な遊び及び生活の場を提供し、

その健全な育成を図る事業です。 

市内の小学校区において引き続き放

課後児童クラブを実施し、安全・安

心な運営を行います。また、学校の

余裕教室等の徹底活用や新たな施設

整備による場所の確保及び指導員等

の人材確保を行いながら、民間事業

者の活用も視野に入れ、待機児童の

発生予防に努めます。 

幼児教育課 

49 ○新 放課後子ども教室 

保護者の就労等の有無に関わらず、

小学１年から６年までのすべての児

童を対象とし、放課後に安全・安心

なこどもの居場所を設け、地域の

方々の参画を得て、学習や遊び、地

域住民との交流活動等に取り組みま

す。 

幼児教育課 

50 
瑞穂市適応指導教室

「アジサイスクール」 

登校することに不安を感じ困ってい

るこどもに対し、様々な支援（集団

生活になじんだり、気持ちを安定さ

せたりすること、基礎的な学力を補

充すること、基本的な生活習慣を整

えることなど）を継続し、社会的自

立を目指して取り組んでいます。ま

た、通室生やその保護者と定期的に

懇談を行っています。 

 

学校教育課 

51 

○新  自分に合った過ご

し方ができる居場所 

「アジサイほっとステ

ーション」 

登校に不安を感じている児童生徒

が、自分のペースで、自分が行いた

い活動に取り組める居場所です。教

育相談員が一緒に活動したり、相談

にのったりします。 

ココロかさなるＣＣＮセンター

（総合センター）で実施できるよう

整備します。 

学校教育課 

52 

○新  想想空間による不

登校支援 

「アジサイメタプレイ

ス」 

登校や人とのコミュニケーションに

不安を感じている児童生徒が、タブ

レットを使って「想想空間（メタバ

ース）」上でやり取りを行い、家族以

外の人とのつながりをもつ機会を生

み出します。教育相談員等がチャッ

トを通じて会話を行ったり相談にの

ったりします。 

学校教育課 
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 名称 概要 担当課 

53 
教育相談 

（学校生活等） 

登校や集団生活等に不安や悩みをも

つ児童生徒やその保護者の教育相談

を行います。教育相談員が月～金曜

日の午前１０時～午後３時まで子育

てや不登校、社会的自立に向けた相

談を受け付けています。 

学校教育課 

54 ○新  フリースペースの

整備 

気軽に立ち寄れる場所として、ココ

ロかさなるＣＣＮセンター（総合セ

ンター）２階をフリースペースとし

て整備します。 

健康福祉部 

教育委員会 

 

基本目標２－３ 豊かな体験や活躍（発表）の場を充実させる 

 

 

 遊びや体験活動は、こども・若者の健やかな成長の原点となります。こど

もが、様々な学びや体験を通じて成長して若者となり、社会生活を送るこ

とができるよう、様々な体験や活躍の機会をつくります。 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

55 瑞穂総合クラブ 

小中学生を対象に、多種多様な体験

活動、学年・学校の枠を超えた集団

で学ぶことや、地域のボランティア

講師（地域先生）との関わりを通し

て、豊かな社会性が身に付けられる

よう、土曜日に文化的活動・体育的

活動の各種講座を開設し実施。体験

活動を通したこどもの好奇心の育成

と居場所づくりを進めます。 

生涯学習課 

56 
子どもの読書活動推

進事業 

本に親しみ、本を楽しみ、本に学ぶ

ことができるような環境づくりを推

進していきます。 

こどもたちが本に親しむきっかけづ

くりとして、仲間におすすめする本

の面白さや魅力を決められた時間内

で紹介しディスカッションするビブ

リオバトル事業を進めます。 

また、ブックスタート事業を通して

「赤ちゃんと絵本を一緒に楽しみ、

親子でふれあう時間を大切にしよ

う」というメッセージも伝えます。 

生涯学習課 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

57 親子感動体験事業 

親子で協力して工作をしたり、楽し

く体験をしたりすることで、こども

と一緒に成長できる教室を実施し、

参加を促進します。 

生涯学習課 

58 
次世代の親の育成 

（41 再掲） 

中学校の授業において、全生徒が乳

幼児の保育を体験し、命の大切さを

実感するとともに、家庭や子育てに

ついて考える機会を提供します。 

児童期から子育てへの関心を深め、

次世代を担うこどもの個性や能力を

活かした成長を促します。 

学校教育課 

59 ○新 一日市長体験 

市内在住のこどもたちが市長とな

り、自分たちが住むまちの市政のこ

とや職員の仕事に理解を深める機会

をつくります。 

総務課 

60 
瑞穂市スタートアッ

プ事業 

小学校２・３年生を対象として、各

スポーツ種目を体験することによ

り、その種目をはじめとするスポー

ツに興味関心が持てるよう支援を進

めます。 

生涯学習課 

61 
各種スポーツ事業の

推進 

スポーツを通して、こどもたちのこ

ころとからだを育成します。また、

協調性や創造性を養い、社会のルー

ルや思いやりを学びます。 

生涯学習課 

62 

サンコーパレットパ

ーク（大月多目的広

場）の利用促進 

複合遊具や芝生広場などで、こども

や家族が思いきり遊んだり、交流が

できる場所として利用促進します。 

生涯学習課 

63 
瑞穂市少年少女消防

クラブ 

小学校４～６年生の希望する児童と

その保護者で組織され、活動を通し

て防火、防災知識の習得を図り市民

に対して防火、防災思想の普及、啓

発を促進します。 

市民協働安全課 
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基本目標２－４ こども・若者の安全・安心な環境をつくる 

 

 

 こども・若者が成長する上で安全・安心な社会環境づくりが重要となるた

め、SOS の出し方・受け止め方等の自殺予防への取り組み、安全・安心なイ

ンターネット利用環境の整備、犯罪等から守るための教育等の充実を図り

ます。 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

64 
ＳＯＳの出し方に関

する教育 

児童生徒を対象とした自殺予防教育

の一環として「ＳＯＳの出し方に関

する教育」を推進しています。こど

もたちが困難な事態や強い心理的負

担を受けた場合等における対処の仕

方を身に付けるための教育をスクー

ルカウンセラー等の協力を得ながら

実施しています。 

学校教育課 

65 
こども・若者の自殺

対策 

地域福祉計画（自殺対策計画）に基

づき、こども・若者のいのちを支え

る仕組みをつくることができるよう

地域のネットワークづくりや啓発活

動を推進します。 

健康推進課 

66 
インターネット利用

に関わる教育 

他者への影響を考え、人権、知的財

産権など自他の権利を尊重し情報社

会での行動に責任をもつことや、危

険回避など情報を正しく安全に利用

できること、コンピュータなどの情

報機器の使用による健康との関わり

を理解することを目的とし、指導し

ます。 

学校教育課 

67 安全教育の推進 

保育所・幼稚園等や小中学校の幼児

児童生徒が自分の身を守る意識を高

められるよう、警察や交通指導員等

による交通安全教室を開催します。 

幼児教育課 

学校教育課 

68 
こどもの見守り環境

づくり 

民生委員・児童委員や見守りサポー

ターにより地域の見守り活動や支え

合い活動を促進します。 

地域福祉高齢課 

市民協働安全課 

教育委員会 

 

  

施策の方向性 

主な関連事業等 
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基本目標３ 子育て家庭を地域で支える環境づくり       
 

 

 

核家族化や地域のつながりの希薄化等、家庭を取り巻く環境は変化してお

り、近くに支援者がいない子育て家庭も見受けられます。こうした状況の中、

子育て家庭が、地域の支え合いの中で、安心して子育てできる環境を目指し

ていく必要があります。そのため、子育て家庭のニーズを踏まえた多様な子

育て支援を推進するとともに、子育て支援センター等の子育て支援拠点の充

実を図ります。 

また、こどもや子育て当事者の視点に立ったこどものためのまちづくりや

こどもが暮らすまちの生活環境の向上等、幅広い視点から子育て家庭への支

援を進めていきます。 

地域の子育て支援からまちづくりまで、本市の全庁的な取り組みにより、

子育て家庭がより子育てしやすいと感じられる、子育て家庭を地域で支える

環境づくりを進めていきます。 

 

 

 

 

  

基本目標の概要 
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基本目標３－１ 地域社会における子育て支援活動を推進する 

 

 

 地域は、こどもにとって身近な社会であり、こどもたちが地域社会で様々

な経験をして成長していくことはとても大切なことです。そのため、地域

社会には、こどもの成長を支援する役割が期待されます。地域の様々な資

源を支援するとともに、地域社会における子育て支援活動の活性化を図り

ます。 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

69 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 

子育ての応援をしてほしい人（依頼

会員）と子育てを応援したい人（提

供会員）が会員となって、送迎や一

時的なこどもの預かりなどの援助活

動を行う組織です。 

育児と仕事の両立支援を推進すると

ともに、地域における子育て力の一

層の向上を図るため、幅広い層への

事業の周知を図り、会員増と活動件

数の増大につなげていきます。 

子ども支援課 

70 
民生委員・児童委員

による見守り 

地域のこどもたちが元気に安心して

暮らせるように、こどもたちを見守

り、子育てなどの心配ごとの相談や

支援を行います。 

地域福祉高齢課 

71 
母子保健推進員の育

成 

母子保健推進員は、地域と行政のパ

イプ役として、地域で安心して妊

娠・出産・育児ができるよう、身近

な相談者としての役割を担います。 

市は、母子保健推進員から届く声か

ら母子保健事業の見直しを行い、研

修会等を実施することで母子保健推

進活動の推進・支援を行います。 

健康推進課 

72 
市民協働のまちづく

りの推進 

自治会をはじめとする地域コミュニ

ティやＮＰＯ等の各種団体など、多

様な主体が協力・連携してまちづく

りに取り組む、市民協働のまちづく

りを推進します。一方で人材育成や

持続可能な体制づくりといった課題

の解決にも連携して臨みます。 

市民協働安全課 

  

施策の方向性 

主な関連事業等 
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基本目標３－２ 未就園の親子が集まる場を充実させる 

 

 

 子育て支援センターなどの、未就園の親子が集まれる場は、子育て中の親

の孤立感や育児の負担感を軽減するとともに、親同士の交流や情報交換の

場にもなります。同時に、こどもにとっても、他者と接することを通じて

社会性を育むことができる重要な機会です。今後も、未就園の親子が集ま

る場づくりの充実を図ります。 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

73 
地域子育て支援拠点事

業 

市内の地域子育て支援センターにおい

て、親子が気軽に集い、交流し、親もこ

どもも共に学び、成長していくことがで

きる機会の充実を図ります。子育ての不

安感等を軽減し、仲間づくりを支援しま

す。 

また、関係機関や子育て支援団体などと

の連携を図り、地域全体でこどもの育

ち・親の育ちを支援していきます。 

子育てに関する情報は、子育て応援アプ

リなど様々な媒体を通じて迅速にわかり

やすく提供します。また、誰でも気軽に

相談でき、育児に関する適切な情報が入

手できるように相談体制の充実を図りま

す。 

幼児教育課 

74 
保育所等における子育

て支援 

保育施設の園庭開放を充実し、地域との

交流を推進します。 
幼児教育課 

75 ○新  こども誰でも通園

制度 

３歳未満で保育所等に通っていないこど

もを対象とした通園制度により、保護者

の負担軽減を図るとともに、こどもが家

庭とは異なる経験や家族以外の人と関わ

る機会をつくることで、こどもの成長を

促します。 

幼児教育課 

 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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基本目標３－３ 安全・安心の生活環境を整備する 

 

 

 こどもや子育て当事者の目線に立ち、こどものための近隣地域の生活空間

を形成する「こどもまんなかまちづくり」を通じて、こどもの遊び場づく

りや親同士・地域住民との交流を生み出す環境づくり等を進めます。 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

76 
こどもまんなか公園

づくり 

こどもの遊び場、親・地域住民との

交流機会の創出のため、子育て世代

のニーズに応じた公園の整備、適切

な保全管理、公園使用のルールの見

直し等を進めます。 

都市開発課 

都市管理課 

穂積駅圏域拠点

整備課 

77 

瑞穂市通学路安全推

進事業 

（交通安全プログラ

ム） 

市内の小中学校の通学路における危

険か所について、教育委員会、警

察、道路管理者などが連携して通学

路の安全確保に向けた取り組みを行

っています。計画的かつ継続的に通

学路の交通安全対策を実施し、児童

生徒が安心して通学できる環境の確

保を目指しています。 

学校教育課 

78 通学路等の安全確保 

通学路等において、カラー舗装や防

護柵、ハンプ等の物理的デバイスの

設置等を推進し、こどもの安全な通

行を確保するための整備を進めま

す。 

都市開発課 

都市管理課 

穂積駅圏域拠点

整備課 

79 交通安全教室 

市内の保育所において、定期的に交

通指導員による交通安全教室を実施

し幼児期から楽しく交通ルールを学

ぶことで交通事故の防止に努めま

す。 

登所、降所指導を通して親子でチャ

イルドシートの着用や横断歩道の安

全な渡り方等の啓発を促進します。 

市民協働安全課 

80 
公共公益施設等のバ

リアフリー化 

公園や道路、駅前広場等において、

子育て世帯等の意見をもとに、歩き

やすい歩行空間や段差の解消、妊婦

や子育て世帯にやさしいバリアフリ

ートイレの整備などバリアフリー化

を進めます。 

都市開発課 

都市管理課 

穂積駅圏域拠点

整備課 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

81 
まちなか防犯システ

ム整備 

駅や主要な公共施設を中心に防犯灯

や防犯カメラの設置を推進し、地域

全体で見守り体制のあり方について

検討を行い、ＩＣＴ技術を駆使した

取り組みを行うことで、こどもや親

が安心して暮らせる環境づくりを進

めます。 

都市開発課 

都市管理課 

穂積駅圏域拠点

整備課 
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基本目標４ すべてのこども・若者の立場に立った支援 
 

 

 

 

こども・若者は、市の未来を担う存在であり、個々として尊重し、その権

利を保障し、こども・若者の今とこれからにとっての最善の利益を図る必要

があります。そのため、こども・若者が、自らのことについての意見を形成

して表明し、社会に参画できるよう環境づくりを進めていきます。 

また、こども・若者とその家庭が、様々な困難な状況に置かれても、必要

な支援が受けられ、安心して暮らせる社会を実現していきます。 

 

基本目標４－１ こども・若者の権利を守る 

 

 

 こども基本法や子どもの権利条約の趣旨や内容を理解し、自らが権利の主

体であることを認識できるよう周知・啓発します。 

 こどもまんなか社会の実現に向けて、こども・若者の最善の利益を図るこ

とを第一に考え、こども・若者を応援する社会機運の醸成を図ります。 

 自らのことについて意見を形成して表明し、社会に参画できるよう、意見を

表明しやすい場や環境づくりを行います。 

 お互いの人権を尊重する意識を高めることができるよう、人権教育を充実さ

せます。また、本来大人が担う家事や家族の世話などを日常的に行っている

こども・若者、いわゆるヤングケアラーの問題については、本人や家族に自

覚がないことも多いため、問題を認識できるよう啓発するとともに、早期発

見や適切な支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向性 

基本目標の概要 



74 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

82 ○新  スクールミーティ

ング 

市内の全小中学校を訪問し、こども

たちの市に対する要望について、意

見交換を行い今後の施策に反映させ

ていきます。 

総合政策課 

学校教育課 

83 

 

○新  こども・若者意見

表明推進事業 

こどもから若者まで、オンラインフ

ォームを使い意見が届く仕組みを作

成し、今後の施策に反映させ、社会

に参加する取り組みを進めます。 

 また、フリースペース等へご意見

板の設置を進めます。 

子ども支援課 

84 ○新  こどもまんなか社

会に向けた情報発信 

こどもまんなか社会に向けて、こど

も・若者の最善の利益を図ることを

第一に考え、こども・若者を応援す

る社会機運を醸成するため、市民へ

の情報発信活動や意識啓発を行いま

す。 

子ども支援課 

85 

○新  こども基本法や子

どもの権利条約の趣

旨や内容の周知・啓

発 

こどもたちに対して自らが権利の主

体であることを周知・啓発します。

また、広く市民に対して、こどもの

権利に関する啓発活動を行い、理解

を深めます。 

子ども支援課 

86 
選挙への参加意識の

向上 

小・中・高校生を対象とした選挙啓

発ポスターの募集や、出前講座等の

実施を通じて、こども・若者の選挙

への関心を高め、投票行動に結びつ

くように意識向上を図ります。 

選挙管理委員会

事務局 

（総務課） 

87 人権啓発の充実 

人権擁護委員などによるこどもの人

権教室を行うとともに、ヤングケア

ラーや児童虐待など、こどもの人権

問題に対する理解に向けた啓発に取

り組みます。 

地域福祉高齢課 

 

 

 

 

 

主な関連事業等 
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基本目標４－２ 困難な状況を抱えるこども・家庭を支援する 

 

 

 こどもの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、ま

た、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、経済的支援や必要な環

境整備、教育の機会均等を図るとともに、全てのこどもたちが夢と希望を

もって成長していける社会の実現を目指します。 

 こどもが心身ともに健やかに育成されるよう「こども家庭センター」を設

置し、関係機関と連携しながら、必要な支援を行っていきます。 

 虐待、いじめ、不登校、障がい・医療的ケア、非行などの困難な状況にあ

るこども・若者や家庭を誰一人取り残さず、きめ細かな支援を行います。 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

88 

利用者支援事業 

（こども家庭センタ

ー型） 

（10 再掲） 

妊産婦や乳幼児の健康の保持・増進

に関する包括的な支援、すべてのこ

どもと家庭に対して虐待への予防的

な対応から個々の家庭に応じた支援

まで切れ目なく対応します。また関

係機関と支援内容を共有し、効果的

な支援を実施します。 

子ども支援課 

89 

要保護児童及びＤＶ

対策地域協議会の設

置 

要保護児童の適切な保護、配偶者等

からの暴力を受けた者の適切な保護

を図るとともに、地域の関係機関が

情報を共有し、連携・協力して支援

します。 

子ども支援課 

90 
瑞穂市いじめ問題対

策連絡協議会の設置 

いじめの未然防止等の対策を推進す

るため、市内のいじめ問題の状況や

各学校の未然防止の実践の進捗状況

等について関係機関が情報を共有

し、連携・協力して対応する体制を

整備しています。 

子ども支援課 

学校教育課 

91 
子どもいじめ相談ポ

ストの設置 

 市内６か所にいじめポストを設置

し、広くこどものいじめに関する情

報の提供を受け、いじめを解決し、

またいじめのない明るいまちづくり

を推進します。 

総務課 

92 ＤＶ被害者の支援 

ＤＶ（配偶者等からの暴力）被害者

を保護し、生活基盤を整えるための

支援をします。 

子ども支援課 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

93 
ひとり親家庭の経済

的負担の軽減 

ひとり親家庭の医療費公費負担、児

童扶養手当の支給などによりひとり

親家庭の経済的負担の軽減を図り、

こどもの成長を支援します。 

子ども支援課 

94 
ひとり親家庭への就

労支援 

ひとり親家庭等においては、就労支

援員及び母子・父子自立支援員によ

る就労支援や、経済的自立に効果的

な資格を取得するために就学する場

合の生活費の負担軽減のため等の高

等職業訓練促進給付金等の支給を継

続実施します。 

子ども支援課 

95 

子育て世帯訪問支援

事業 

（12 再掲） 

家事・子育てに対して不安や負担を

抱える子育て家庭、妊産婦、ヤング

ケアラー等がいる家庭を訪問し、家

事・子育て支援を行い虐待リスクの

高まりを未然に防ぎます。 

子ども支援課 

96 ○新  親子関係形成支援

事業 

支援が必要な保護者やこどもを対象

に、親子間の適切な関係の構築がで

きるようグループワーク等を実施し

支援を行う事業です。実施に向けて

検討を進めます。 

子ども支援課 

 

97 ○新  児童育成支援拠点

事業 

養育環境等課題を抱えるこどもに対

して安全な居場所を提供し、基本的

な生活習慣食事の提供、学習のサポ

ートを行います。保護者への寄り添

い型の相談支援や関係機関と連絡調

整を含め、実施に向けて検討を進め

ます。 

子ども支援課 

 

98 
学習支援事業 

（46 再掲） 

みずほわくわくスクールでは、不登

校などの理由により居場所が必要な

こどもに対して、無償の学習機会の

確保や居場所を提供します。 

福祉生活課 

（社会福祉協議

会） 

ひとり親家庭のこどもの生活・学習

支援を週１回行い、進路や勉強に対

する相談を受け、学習機会の提供を

行います。 

子ども支援課 

99 

子ども食堂の運営支

援 

（47 再掲） 

子ども食堂又は子ども宅食の新設や

運営等に必要な経費の一部を支援し

ます。 

福祉生活課 
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 名称 概要 担当課 

100 
福祉総合相談センタ

ー 

各種相談事業、貸付事業、日常生活

自立支援事業、生活困窮者自立支援

事業、障がい者相談支援事業がひと

つとなった、ワンストップ型の相談

窓口です。福祉の様々な問題を抱え

る方の困りごとの解決に向けて、支

援します。 

福祉生活課 

（社会福祉協議

会） 

101 就学援助 

経済的な理由により、こどもを小中

学校へ就学させることについてお困

りの保護者の方に対して、学校での

学習に必要な費用を援助します。 

学校教育課 

102 

 

瑞穂市適応指導教室

「 ア ジ サ イ ス ク ー

ル」 

（50 再掲） 

登校することに不安を感じ困ってい

るこどもに対し、様々な支援（集団

生活になじんだり、気持ちを安定さ

せたりすること、基礎的な学力を補

充すること、基本的な生活習慣を整

えることなど）を継続し、社会的自

立を目指して取り組んでいます。ま

た、通室生やその保護者と定期的に

懇談を行っています。 

学校教育課 

103 

○新  自分に合った過ご

し方ができる居場所 

「アジサイほっとス

テーション」 

（51 再掲） 

登校に不安を感じている児童生徒

が、自分のペースで、自分が行いた

い活動に取り組める居場所です。教

育相談員が一緒に活動したり、相談

にのったりします。 

ココロかさなるＣＣＮセンター

（総合センター）で実施できるよう

整備します。 

学校教育課 

104 

○新  想想空間による不

登校支援 

「アジサイメタプレ

イス」 

（52 再掲） 

登校や人とのコミュニケーションに

不安を感じている児童生徒が、タブ

レットを使って「想想空間（メタバ

ース）」上でやり取りを行い、家族以

外の人とのつながりをもつ機会を生

み出します。教育相談員等がチャッ

トを通じて会話を行ったり、相談に

のったりします。 

学校教育課 

105 

教育相談 

（学校生活等） 

（53 再掲） 

登校や集団生活等に不安や悩みをも

つ児童生徒やその保護者の教育相談

を行います。教育相談員が月～金曜

日の午前１０時～午後３時まで子育

てや不登校、社会的自立に向けた相

談を受け付けています。 

学校教育課 
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 名称 概要 担当課 

106 
特別支援教育推進事

業 

個別の教育的ニーズのあるこども

が、自立と社会参加を見据えて、多

様な学びの場で個に応じた適切な支

援が受けられるよう、関係機関と連

携し特別支援教育の充実を図りま

す。 

学校教育課 

107 
外国人児童生徒支援

事業 

日本語指導が必要なこどもが、学校

生活に適応し、学級の仲間と互いに

認め合って生活し、授業に参加する

ことができるよう、日本語指導員等

が初期指導教室、日本語指導教室に

おいてサポートします。 

学校教育課 

108 

障 が い の あ る こ ど

も・若者の経済的負

担の軽減 

福祉医療費助成（重度心身障害者）や重

度心身障害児福祉金の支給により、福祉

の増進を図り、こどもの育ちを支援しま

す。 

福祉生活課 

109 
難聴児補聴器購入費

等助成事業 

身体障害者手帳の交付の対象とならな

い軽度又は中等度の難聴児（18 歳未

満）の保護者に対し、補聴器の購入に要

する費用の一部を助成することにより、

難聴児の聴力の向上、言語の習得及び

コミュニケーション能力の向上等を図り

ます。 

福祉生活課 
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基本目標５ 若い世代の生活基盤安定のための支援         
 

 

 

結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくものであり、

若い世代に特定の価値観を押し付けることがあってはならず、多様な選択を

尊重することが大切です。その上で、自らの主体的な選択により、結婚し、

こどもを産み、育てたいと望んだ場合にそれぞれの希望に応じて社会全体で

支えていく必要があります。 

若い世代が自分らしく社会生活を送ることができ、経済的基盤が確保され、

将来に見通しを持てることが重要です。そのため、経済的基盤の確保に向け

ての支援や仕事と子育ての両立を支援する環境づくりを進めていきます。 

 

基本目標５－１ 結婚・子育てを支援する 

 

 

 主体的な選択により結婚や子育てを望む若者を、社会全体で支えていくこ

とが必要とされています。若者の未婚率の上昇や初婚年齢の上昇の背景に

は、若者の低い所得、不安定な雇用環境、出会いの場の減少などがあると

されています。現状を踏まえた上で、若者の希望に応じた支援ができるよ

う努めます。 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

110 
瑞穂市結婚新生活支

援事業 

瑞穂市で新生活を開始する新婚夫婦

を対象に、婚姻に伴う住宅取得費用

やリフォーム費用、引越費用を補助

します。 

総合政策課 

111 

ぎふ広域結婚相談事

業支援ネットワーク

（おみサポ・ぎふ） 

 県内市町村が運営する結婚相談所等

をネットワーク化し、広域でのマッ

チングをサポートする岐阜県運営の

システムです。本システムに参画

し、会員登録受付を行います。 

総合政策課 

  

基本目標の概要 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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基本目標５－２ 仕事と子育ての両立と経済基盤安定を支援する 

 

 

 子育て世代の仕事と子育ての両立を支援するため、必要とされる量の教

育・保育実施体制を確保するとともに、ニーズに応じた多様な子育て支援

サービスの充実を図ります。 

 共働き世帯が増加し、結婚・出産後も仕事を続けたい人が多くなっている

中、仕事と生活の両立支援のため、共働き・共育てを推進します。 

 子育て世代の経済基盤の安定を図るため各種手当の支給や助成を行うこと

により、妊娠・出産や子育てに伴う経済的な不安の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 名称 概要 担当課 

112 
利用者支援事業 

（基本型・特定型） 

こども及び保護者が、認定こども

園・幼稚園・保育所での教育・保育

や、一時預かり、放課後児童クラブ

等の地域子育て支援事業の中から適

切なものを選択し、円滑に利用でき

るよう支援を行います。また、外国

籍の児童へ向けた、外国語による情

報提供や相談体制の充実、日本語支

援等の充実を図ります。 

支援の実施に当たっては、子育て家

庭の個別ニーズを把握し、関係機関

と連携して教育・保育施設及び地域

子育て支援事業等の情報を集約し、

提供します。 

職員研修により、支援者の育成と資

質向上に努めます。 

学校教育課 

幼児教育課 

113 
多子世帯の保育所保

育料等の軽減 

同一世帯に２人以上の小学校就学前

児童がいる世帯を対象に、保育料及

び副食費の軽減を実施し、多子世帯

の子育てを支援します。 

幼児教育課 

岐阜県第３子以降保育料等無償化事

業費補助金を活用して、第３子以降

の児童に係る保育料および副食費を

無償化し、多子世帯の子育てを支援

します。 

幼児教育課 

 

 

施策の方向性 

主な関連事業等 
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 名称 概要 担当課 

114 待機児童の解消 

就労形態の多様化などに伴う多種多

様な保育ニーズに対応し、認定こど

も園や地域型保育事業の誘致や保育

所定員の適正化を図るなど待機児童

の解消を図ります。 

全国的に教育・保育に携わる人材が

不足する中、保育士の配置基準の見

直しや新たな給付制度（誰でも通園

制度）の創設により、ますます人材

の確保が課題となってきています。

引き続き、処遇改善や新規資格取得

者の確保、就労継続や再就職支援等

を行うとともに、保育業務のＩＣＴ

サービスの活用による負担軽減を図

り、こどもと向き合う時間を増やす

ことで、保育士から選ばれる働きが

いのある職場環境を創出します。 

幼児教育課 

115 延長保育 

保護者の就労形態の多様化に伴う延

長保育の需要に対応するため、開所

時間を超えた保育を実施し、就労世

帯等の支援を図ります。 

今後は、現在の提供体制を維持しな

がら、ニーズに対応できるように努

めます。 

幼児教育課 

116 
保育所一時預かり事

業 

保護者のパート就労や病気等により

家庭において保育を受けることが一

時的に困難となる場合や、保護者の

育児の負担軽減やリフレッシュのた

め、乳幼児を保育所等において一時

的に保育し、子育て世帯の支援を図

ります。 

幼児教育課 

117 病児・病後児保育 

保護者の就労等のため、病気のこど

もの家庭での保育や集団保育ができ

ない場合で、当面の症状の急変が認

められないとき、病児・病後児保育

室でこどもを預かります。 

市内での事業実施に向けて取り組み

を進めます。 

 

子ども支援課 

118 
多子世帯の病児・病

後児保育料の軽減 

第３子以降の多子世帯に対し、病

児・病後児保育の利用料を補助し、

多子世帯の経済的支援の充実をめざ

します。 

子ども支援課 
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 名称 概要 担当課 

119 

仕事と生活の調和の

実現を目指した環境

づくり 

仕事と生活の両立に向けた働き方の

見直しを進めるため、広く意識の啓

発を図り、男性の仕事中心意識の見

直しに向けた啓発に努めます。 

企業等に対し、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進に関する先進的な取り

組み事例や必要性等に関する情報提

供と理解普及に努めます。 

育児・介護休暇を取得しやすい職場

環境づくりの整備促進について情報

提供に努めます。 

総合政策課 

商工農政観光課 

120 

妊婦のための支援給

付金 

（7再掲） 

妊娠期から子育て期まで一貫して身

近で相談に応じ、様々なニーズに即

した必要な支援につなぐ伴走型の相

談支援を充実し、経済的な支援を一

体として実施し、出産・子育てを支

援します。 

子ども支援課 

121 ○新  子連れ出勤制度の

推進 

子育て世代の職員が安心して仕事が

できるように、こどもを急に預けら

れなくなった場合など、こどもと一

緒に出勤し、勤務できる制度を市で

も整備し、働きやすい職場環境を目

指します。この制度を市内企業にも

ＰＲし、仕事と子育ての両立を推進

します。 

総務課 
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第５章  教育･保育及び地域子ども･子育て支援 
事業量の見込みと確保方策 

 

１ 教育・保育提供区域の設定                             

 

子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、市町村は、地理的条件、

人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・

保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、

地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能

な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定める必要があるとしてい

ます。 

子どもやその保護者が地域で安心して暮らせるための基盤として、教育・

保育施設だけでなく、他の公共施設や交通網、地域の人的ネットワークも勘

案して教育・保育提供区域を定める必要があります。教育・保育提供区域と

して、市全域を細かい範囲で設定すると、区域を超えた利用も多くある現状

から、現在の利用実態や施設運営の状況と乖離した計画となる恐れがありま

す。一方で、教育・保育提供区域は、量の見込みの算出や確保体制の検討の

ほか、需給調整の判断基準となる基本単位となるものですが、利用者が居住

地の区域を越えて教育・保育サービス等を利用することを妨げるものではあ

りません。より身近なところで、教育・保育が受けられる環境づくりを進め

ていくために、本計画においては、利用者視点、事業者視点の両視点からも、

これまでの施設利用の環境をできる限り変えることなく体制づくりを進めて

いくため、市全域を一つの単位とします。 
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２ 量の見込みの考え方                                   
 

国の方針では、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な利

用希望を含めた利用希望を把握した上で、令和７年度を初年度とする５年間

の、教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定める

とともに、その提供体制の確保の内容及びその実施時期等を盛り込むことと

されています。本市においても、令和６年２月に実施したニーズ調査の結果

を基に、事業の利用実績や現在の供給体制、今後の動向などを踏まえ、目標

事業量を設定しています。 
 

■量の見込みの算出の基本手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表の記載例 

【今後の方向性】 

 
令和７

年度 

令和８

年度 

令和９

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

量 の 見 込 み      

確 保 

方 策 

提 供 量      

実 施 

か 所 数 
     

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
    

 

 

  

各年家庭類型別人口の算出 

 

× 

サービス別利用希望率 

量の見込み 

潜在家庭類型構成比 各年推計児童人口 

ニーズ量 

（利用希望者の量） 

提供可能な量 

（定員、実施個所数等） 

過不足 

確保方策 ― 量の見込み 

「△」は不足している値 
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３ 教育・保育の量の見込みと確保方策                      
 

幼稚園、保育所 

【事業内容】 

幼稚園は義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、幼児を保育

し、幼児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の成長を助

長することを目的としています。 

保育所は、保護者が日中就労や疾病等により、就学前児童を保育すること

ができないと認められる場合に、保護者に代わり保育を実施します。 

 

【現状】 

本市では、令和６年３月時点で保育所が９か所（公立８か所、私立１か所）、

幼稚園が１か所（公立）、認定こども園が２か所（私立）、小規模保育施設が

５か所（私立）あり、それぞれの施設が本市の就学前のこどもたちの健やか

な成長を支えています。 

 

 

教育・保育の現状 

■施設毎現在の利用状況（令和６年４月１日現在の利用人数） 

認 定 区 分 

年次 

 

施 設 種 別 

１号 ２号 ３号 

３～５歳 ０歳 １・２歳 

教育の利用

希望 

教育の利用

希望が強い 
保育が必要 

幼 稚 園 156 人  

認 定 こ ど も 園 

（ 幼 稚 園 部 分 ） 
28 人 

認 定 こ ど も 園 

（ 保 育 園 部 分 ） 

 
119 人 11 人 56 人 

保 育 所 812 人 12 人 276 人 

施 設 定 員 342 人 1,545 人 
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【ニーズ量の実績と見込み】 

 

保育所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人）

783 761
694 706 699 684 665

669 647
593 603 597 584 568

114 114 101 103 102 100 97

0

200

400
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800

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

全体 １号認定（通常利用） ２号認定（共働き家庭）

実績値  見込み値 

（人）

94 112 105 106 107 108 110

181 192 203

218 220 222 225212 203 223

190 204 206 207

816 826 
751 763 756 740 719

0

200

400

600

800

1000

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

０歳（３号認定） １歳（３号認定）

２歳（３号認定） ３～５歳（２号認定）

実績値  見込み値 
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【今後の方向性】 

保育所については、３歳未満児で待機児童が発生しており、公私連携型に

よる民間保育施設の誘致を積極的に実施するとともに、特に３歳未満児の保

育ニーズの増加に対応するため、地域型保育施設による定員の確保を実施し、

計画期間において待機児童を解消していくよう努めていきます。 

また、幼稚園については、多くの児童が市外の幼稚園に通っている現状が

あり、幼稚園利用のニーズに対応できるよう、市内幼稚園と認定こども園の

適正な規模について検討を行い、定員の確保を進めていきます。 

 

教育・保育の提供体制の確保の内容 

【令和７年度】 

認 定 区 分 

 

 

 

量の見込み・確保方策 

１号 ２号 ３号 

 
幼児期の学

校教育の利

用希望が強い 

左記以外 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 

量 の 見 込 み 593 101 751 105 203 223 

確保 

方策 

特 定 教 育 ・ 
保 育 施 設 

555 809 40 167 214 

確認を受けない幼稚園 335     

地 域 型 保 育 事 業      26 28 34 

認 可 外 保 育 施 設    3 16 33 32 

計 890 812 82 228 280 

過 不 足 196 61 △23 25 57 

 

【令和８年度】 

認 定 区 分 

 

 

 

量の見込み・確保方策 

１号 ２号 ３号 

 
幼児期の学

校教育の利

用希望が強い 

左記以外 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 

量 の 見 込 み 603 103 763 106 218 190 

確保 

方策 

特 定 教 育 ・ 
保 育 施 設 

555 769 42 169 213 

確認を受けない幼稚園 343     

地 域 型 保 育 事 業    31 35 41 

認 可 外 保 育 施 設    3 16 33 32 

計 898 772 89 237 286 

過 不 足 192 9 △17 19 96 
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【令和９年度】 

認 定 区 分 

 

 

 

量の見込み・確保方策 

１号 ２号 ３号 

 
幼児期の学

校教育の利

用希望が強い 

左記以外 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 

量 の 見 込 み 597 102 756 107 220 204 

確保 

方策 

特 定 教 育 ・ 
保 育 施 設 

620 754 52 177 221 

確認を受けない幼稚園 339     

地 域 型 保 育 事 業    31 35 41 

認 可 外 保 育 施 設    3 16 33 32 

計 959 757 99 245 294 

過 不 足 260 1 △8 25 90 
  
【令和１０年度】 

認 定 区 分 

 

 

 

量の見込み・確保方策 

１号 ２号 ３号 

 
幼児期の学

校教育の利

用希望が強い 

左記以外 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 

量 の 見 込 み 584 100 740 108 222 206 

確保 

方策 

特 定 教 育 ・ 
保 育 施 設 

620 739 55 175 222 

確認を受けない幼稚園 330     

地 域 型 保 育 事 業    36 42 48 

認 可 外 保 育 施 設    3 16 33 32 

計 950 742 107 250 302 

過 不 足 266 2 △1 28 96 
  
【令和１１年度】 

認 定 区 分 

 

 

 

量の見込み・確保方策 

１号 ２号 ３号 

 
幼児期の学

校教育の利

用希望が強い 

左記以外 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 

量 の 見 込 み 568 97 719 110 225 207 

確保 

方策 

特 定 教 育 ・ 
保 育 施 設 

620 734 58 180 222 

確認を受けない幼稚園 322     

地 域 型 保 育 事 業    36 42 48 

認 可 外 保 育 施 設    3 16 33 32 

計 942 737 110 255 302 

過 不 足 277 18 0 30 95 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策     
 

（１）時間外保育事業 

 

【事業内容】 

保育認定を受けたこどもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常

の保育時間を超えて延長して保育を実施する事業です。 

 

【現状】 

利用者のニーズに応じ市内１０か所の施設で、通常の保育時間を超え、延

長して保育を実施しています。保育ニーズは増加していますが、育児短時間

勤務制度の普及などにより、時間外保育事業の利用については横ばいの状況

となっています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利 用 者 数 97 人 88 人 105 人 97 人 － 

実 施 か 所 10 か所 10 か所 10 か所 10 か所 10 か所 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 

 

  

  

（人/年）
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実績値  見込み値 
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【今後の方向性】 

引き続き一定数の利用ニーズは見込まれるため、民間施設と連携を図りな

がら、現在の提供体制を維持します。円滑な事業継続のため、保育士等人材

の確保に努めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 88 人 88 人 88 人 88 人 87 人 

確 保 

方 策 

提 供 量 88 人 88 人 88 人 88 人 87 人 

実 施 

か 所 数 
10 か所 10 か所 11 か所 11 か所 11 か所 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 

 

 

（２）放課後児童健全育成事業 

 

【事業内容】 

保護者が就業等により昼間家庭にいない児童を対象に、授業が終わった後

の遊びや生活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る

事業です。平日の放課後のほか、土曜日、夏休み等の長期休業日にも実施し

ます。 

 

【現状】 

市内の小学校に通う１～６年生の児童を対象に実施しています。利用者数

は年々増加傾向にあり、増加する需要に対し実施可能な施設の確保や、必要

な職員数の確保が難しく、利用希望者全員を受け入れられないという課題が

あります。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利 用 者 数 171 人 541 人 583 人 621 人 ― 
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【ニーズ量の実績と見込み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

人口の増加及び共働き世帯の増加により、需要が伸びている現状がありま

す。民間クラブも活用しながら、受け皿の確保、人材の確保に努めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量

の

見

込

み 
１ 年 生 233 人 229 人 217 人 216 人 219 人 

２ 年 生 208 人 204 人 193 人 192 人 195 人 

３ 年 生 141 人 138 人 131 人 130 人 133 人 

４ 年 生 74 人 73 人 72 人 72 人 70 人 

５ 年 生 37 人 37 人 37 人 36 人 36 人 

６ 年 生 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

確 保 

方 策 

提 供 量 695 人 683 人 652 人 648 人 655 人 

実 施 

か 所 数 
7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 7 か所 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 
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（３）放課後子ども教室事業 

 

【事業内容】 

保護者の就労等の有無に関わらず、小学１年から６年までのすべての児童

を対象とし、放課後に安全・安心な子どもの居場所を設け、地域の方々の参

画を得て、学習や遊び、地域住民との交流活動等に取り組みます。 

 

【現状】 

放課後子ども教室は実施できていません。令和７年度に１校区開設に向け

準備を進めています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

学 校 数  7 校 7 校 7 校 7 校 7 校 

連 携 型  0 校 0 校 0 校 0 校 0 校 

開 設 割 合  0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

 

【今後の方向性】 

すべてのこどもの安全・安心な居場所の確保を図る観点から、放課後児童

クラブと放課後子ども教室の連携を推進し、両事業の参加児童が交流できる

よう、できる限り連携型の放課後子ども教室の設置を、各校区の状況により、

順次進めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

学 校 数  7 校 7 校 7 校 7 校 7 校 

連 携 型  1 校 1 校 1 校 1 校 1 校 

開 設 割 合  14.3％ 14.3％ 14.3％ 14.3％ 14.3％ 
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（４）子育て短期支援事業 

 

【事業内容】 

保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に

困難になった児童について、児童養護施設等で必要な保護を行う事業です。

短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）と夜間養護等事業（トワイラ

イトステイ事業）があります。 

 

【現状】 

核家族化等により、親族や地域から子育てに関する支援が受けられず、夫

婦だけで子育てをしなければならない家庭が増加傾向にあり、本事業の利用

者の増加に繋がっていると考えられます。また、虐待等要保護家庭の増加で、

事業を委託している児童養護施設に入所する児童が増加しているため、本事

業の対象児の受け入れが困難な場合があります。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延 べ 利 用 者 2 人日 27 人日 10 人日 7 人日 － 

実 施 か 所 数 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

※人日：利用人数と利用日数を掛け合わせたもの 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
 

    
（人日/年）

10

7

11 11 11 11 11

0

5

10

15

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

実績値  見込み値 



94 

 

【今後の方向性】 

必要な人が利用できるよう、実施施設と調整していきます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 11 人日 11 人日 11 人日 11 人日 11 人日 

確 保 

方 策 

提 供 量 11 人日 11 人日 11 人日 11 人日 11 人日 

実 施 

か 所 数 
4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 

 

 

（５）地域子育て支援拠点事業 

 

【事業内容】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての

相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

【現状】 

市内に５か所の施設（公立２か所、私立３か所）があり、日々の施設開放

や様々な企画を催し、多数の利用者があります。月１回の子育てセミナーや

季節感のある催しなど定員を超える応募があり好評を得ています。 

保育士が常駐し「遊び相手」「話し相手」になっており、気軽に相談ができ

ているなど信頼を得ています。 

一方、支援センターを必要とする家庭への周知方法や、いかに地域密着で

利用者の実態やニーズに沿った支援を行うかなどの課題があります。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延 べ 利 用 者 15,840 人 15,120 人 16,080 人 20,640 人 － 

実 施 か 所 数 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 
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【ニーズ量の実績と見込み】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

親子ふれあい教室（対象：３～４か月児）や乳幼児の健診等にセンタース

タッフが出向き、センターの紹介をするなど事業の周知に努めます。 

また、地域ニーズを把握し、地域ボランティアの活用など事業の充実を図

りながら、妊娠期からの切れ目のない支援を行うことで、より一層安心でき

る場となるよう努めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 20,174 人 19,627 人 20,187 人 20,387 人 20,667 人 

確 保 方 策 

（実施か所数） 
5 か所 5 か所 6 か所 6 か所 6 か所 
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（６）一時預かり事業 

ア 幼稚園型預かり保育 

【事業内容】 

通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、保護者の要請に応じて、

希望する者を対象に実施する事業です。 

 

【現状】 

市内に２か所（私立認定こども園２か所）の施設があります。 

幼児教育を希望する保護者の就労継続を支援しています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延 べ 利 用 者 3,463 人日 3,645 人日 3,318 人日 3,522 人日 － 

実 施 か 所 数 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

認定こども園を利用する教育認定利用者の多様なニーズに応えることができ 

るよう、引き続き提供体制を確保していきます。 

 

実績値  見込み値 （人日/年）
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■認定こども園における一時預かり                      （年間） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 3,288 人日 3,343 人日 3,312 人日 3,239 人日 3,150 人日 

確
保
方
策 

一 時 

預かり 

提 供 量 3,288 人日 3,343 人日 3,312 人日 3,239 人日 3,150 人日 

実 施 

か 所 数 
3 か所 3 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

過 不 足 
（確保方策-量の見込み） 

0 0 0 0 0 

 

 

 

イ 保育所等での一時預かり事業 

【事業内容】 

保育・教育施設を利用していない乳幼児について、家庭において保育を受

けることが一時的に困難になった場合（保護者の急病や入院など）に、保育

施設で一時的に預かり保育を行う事業です。 

 

【現状】 

市内に３か所（公立保育所１か所、私立認定こども園２か所）の施設があ

ります。 

令和６年度より、公立保育所３か所で実施していた事業を１か所に統合し、

受入れ体制を拡充し、子育て世帯の支援に努めています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延 べ 利 用 者 1,141 人日 1,155 人日 1,019 人日 1,118 人日 － 

実 施 か 所 数 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 3 か所 
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【ニーズ量の実績と見込み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）が実施されますが、リフレ

ッシュ等私的理由による一時預かりのニーズは依然として高いと考えられ、

引き続き事業の実施が必要です。また、保護者の傷病等による緊急的利用に

ついては柔軟な対応が求められます。そのため利用者のニーズに対応できる

よう保育人材の確保等提供体制の充実に努めます。令和７年度に１施設増加

の予定となっています。 

 

■保育所等における一時預かり                         （年間） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 1,064 人日 1,058 人日 1,068 人日 1,061 人日 1,054 人日 

確
保
方
策 

一 時 

預かり 

提 供 量 1,064 人日 1,058 人日 1,068 人日 1,061 人日 1,054 人日 

実 施 

か 所 数 
4 か所 4 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

過 不 足 
（確保方策-量の見込み） 

0 0 0 0 0 
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（７）病児保育事業 

 

【事業内容】 

病気や病気回復期の児童で、保護者の就労等の理由で、保護者が保育でき

ない際に、保育施設で児童を預かる事業です。 

 

【現状】 

市内に病児保育事業の実施事業所がなく、近隣市町との協定により広域利

用を実施しており、７市町村１３施設が利用可能となっています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延 べ 利 用 者 97 人日 286 人日 407 人日 669 人日 － 

市 内 実 施 

か 所 数 
0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
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【今後の方向性】 

保育ニーズの増加に伴い、病児・病後児保育のニーズも今後ますます増加

が見込まれます。引き続き保育施設の確保及び市事業としての創設に努めま

す。 

 

 

  

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 660 人日 656 人日 662 人日 658 人日 654 人日 

確
保
方
策 

病 児 

保 育 

事 業 

提 供 量 660 人日 656 人日 662 人日 658 人日 654 人日 

実 施 

か 所 数 
0 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

協定締結 

か 所 数 
13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 

ﾌｧﾐﾘｰ･ 

ｻﾎﾟｰﾄ･ 

ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

提 供 量 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 

実 施 

か 所 数 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

過 不 足 
（確保方策-量の見込み） 

0 0 0 0 0 
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（８）ファミリー・サポート・センター 

 

【事業内容】 

子育ての支援を受けたい人が利用会員、子育ての支援を行いたい人が提供

会員となり、有償でこどもを自宅で預かる相互援助活動組織です。利用会員

は概ね小学校６年生までのこどもを持つ保護者です。 

保育所の送迎や、放課後等のこどもの預かりを行います。 

【現状】 

瑞穂市及び本巣市に在住・在勤のかたを利用会員とし、NPO法人キッズスク

エア瑞穂に業務を委託して実施しています。利用希望者に対して提供会員数

が少ない現状があるため、さらに事業の周知を行い、支援を受けたい人に届

きやすい環境の整備が課題となっています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

提 供 会 員 183 人 176 人 182 人 184 人 － 

利 用 会 員 672 人 638 人 629 人 640 人 － 

両 方 会 員 11 人 10 人 10 人 11 人 － 

延 べ 利 用 者 656 人日 778 人日 1,027 人日 1,446 人日 － 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
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【今後の方向性】 

提供会員の増員・育成を図り、利用者のニーズに適宜に対応していきます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 1,425 人日 1,407 人日 1,363 人日 1,353 人日 1,350 人日 

確 保 

方 策 

提 供 量 1,425 人日 1,407 人日 1,363 人日 1,353 人日 1,350 人日 

実 施 

か 所 数 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 
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（９）利用者支援事業 

 

【事業内容】 

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる地域社会の実現に寄

与するため、子ども及びその保護者等、又は妊娠している方がその選択に基

づき、多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できる

よう、必要な支援を行うことを目的とします。 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支

援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関

との連絡調整等を実施する事業です。 

具体的には次の業務を行います。 

 

① 基本型 

利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、

利用支援等を行うことにより、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

を円滑に利用できるよう実施します。 

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連

絡・調整、連携、協働の体制づくりを行うとともに、地域の子育て資源の育

成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に努めます。 

② 特定型 

市の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する相談に応じ、地域に 

おける保育所や各種の保育サービスに関する情報提供や利用に向けての支援

を行います。 

③ こども家庭センター型 

妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援及び全ての

こどもと家庭に対して虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援ま

で、切れ目なく対応します。 

 

【現状】 

令和３年度からは子ども支援課において「母子保健型」として保健師と助

産師を配置して、妊産婦、子育て世帯、こども（１８歳未満）に対し、安心

して妊娠出産・子育てができるよう、切れ目のない相談支援を行っています。

なお、令和６年度より「母子保健型」は「こども家庭センター型」となって

います。 
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 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

母 子 保 健 型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 - 

基 本 型 - - - - - 

特 定 型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

こ ど も 家 庭 

セ ン タ ー 型 
- - - - 1 か所 

 

 

【今後の方向性】 

令和６年度に「こども家庭センター型」を開設したため、引き続き個別の

ニーズを把握して伴走型相談支援を実施し、周知及び連携の強化に努めます。 

子育て支援員基本研修及び専門研修を修了した職員の配置に努め、子育て

家庭の支援を実施します。 

 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

確 保 

方 策 

基 本 型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

特 定 型 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

こども家庭

センター型 
1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 
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（10）妊婦健康診査 

 

【事業内容】 

母子保健法第１３条に基づき、妊婦及び胎児の健康増進、妊婦の生活習慣

改善を目的として健康診査を行う事業です。 

 

【現状】 

一人の妊婦に対して１４枚の妊婦健康診査受診票を発行しており、県内の

医療機関に委託しています。県外の医療機関・助産所での受診に対しても、

助成金対応し、安心して出産ができる体制をとっています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

健 康 診 査 数 595 人 644 人 585 人 542 人 - 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
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【今後の方向性】 

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を進め、母子ともに安心安全

な出産ができる体制確保を継続していくように努めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 564 人 569 人 573 人 582 人 592 人 

確 保 方 策 

（ 実 施 体 制 ） 

実施場所：全国医療機関及び助産所 

実施体制：委託、償還払い 

健診時期：妊娠期間 

検査項目：国が定める基本的な妊婦健康診査項目 

（基本健康診査・初回血液検査・子宮頸がん検査・超音波検査・

クラミジア抗原検査・貧血検査・血糖検査。GBS 検査（B 群溶血

性」連鎖球菌検査）） 
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（11）乳児家庭全戸訪問事業 

 

【事業内容】 

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者

の心身の状況並びに養育環境の把握を行い、子育てに関する情報提供を行う

とともに、支援が必要な家庭に対して適切なサービスの提供に結びつける事

業です。 

 

【現状】 

標準的には、生後２か月～３か月児を訪問時期とし、出生面談で把握した

情報・状況等、支援の必要性に応じて早期に訪問しています。訪問者は主に

助産師ですが、必要に応じて保健師も同行訪問し状況の把握を行っています。

長期の里帰りについては、里帰り先に訪問依頼を出しています。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

出 生 数 538 人 495 人 569 人 530 人 - 

訪 問 数 482 人 538 人 561 人 516 人 - 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
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【今後の方向性】 

今後においても専門職による家庭訪問によって、全乳児及び保護者の心身

の状態を把握し、各関係機関と連携しサービスを提供していきます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 490 人 509 人 513 人 519 人 527 人 

確 保 方 策 

（ 実 施 体 制 ） 

実施体制：岐阜県助産師会に委託または保健師・助産師 

実施機関：子ども支援課 
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（12）養育支援訪問事業等 

 

【事業内容】 

＜養育支援訪問事業＞ 

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した、保護者の養育を支援することが

特に必要と認められる児童若しくは保護者に監護させることが不適当である

と認められる児童及びその保護者、又は出産後の養育について出産前におい

て支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が適切に行

われるよう、当該居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要

な支援を行います。 

 

 ＜こどもを守る地域ネットワーク機能強化事業＞ 

  瑞穂市要保護児童及びＤＶ対策地域協議会の機能強化を図るため、ネットワ 

ーク構成員の専門性強化と関係機関の連携強化を図る取り組みを実施します。 

 

【現状】 

＜相談指導・助言＞ 

妊娠期から心配のある妊婦や虐待リスクの疑われる家庭、疾患や低体重で

生まれた児を中心に相談・助言を行っています。 

 

＜育児支援ヘルパー派遣＞ 

育児不安の強い家庭、不適当養育の予防のため、利用勧奨をしていますが、

利用につながらないケースもあります。そのため、引き続き、保健師の乳児

家庭全戸訪問等と連携・調整しながら、支援が必要な方の把握をし、利用勧

奨します。なお、令和６年度から「子育て世帯訪問支援事業」へ移行してい

ます。 

 

＜要保護児童及びＤＶ対策地域協議会＞ 

 年２回の代表者会議、毎月実施の実務者会議、また個別ケース検討会議を行 

い、要保護児童、特定妊婦やＤＶ被害者への適切な支援について関係機関と連 

携強化を図るため実施しています。 

 

 

＜養育支援訪問事業＞ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

相 談 ・ 助 言 

（ 件 数 ） 
52 件 32 件 30 件 13 件 - 
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【ニーズ量の実績と見込み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

＜養育支援訪問事業＞ 

子ども支援課と健康推進課が連携し、虐待リスクやその恐れのある家庭や、

保護者の養育を支援することが必要な家庭の早期発見・予防に努めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 26 件 27 件 27 件 28 件 28 件 

確 保 方 策 

（ 実 施 体 制 ） 

実施体制：訪問支援員６人 

実施機関：子ども支援課 

 

＜こどもを守る地域ネットワーク機能強化事業＞ 

 瑞穂市要保護児童及びＤＶ対策地域協議会を中心に関係機関と連携を図りな 

がら、未然防止、リスクの把握、早期対応のできる環境づくりを促進します。 
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（13）子育て世帯訪問支援事業 

 

【事業内容】 

虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的として、家事・子育て等に

対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家

庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとと

もに、家事・子育て等の支援を行う事業です。 

 

【現状】 

令和５年度までは養育支援訪問事業の一部に位置付けしていたものを、令

和６年度からは「子育て世帯訪問支援事業」として実施しています。 

 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
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【今後の方向性】 

事業の周知とともに、支援の必要な家庭を把握し利用を促します。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 27 人日 27 人日 27 人日 27 人日 27 人日 

提 供 量 27 人日 27 人日 27 人日 27 人日 27 人日 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 

 

 

（14）児童育成支援拠点事業 

 

【事業内容】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、

当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に

応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供

等を行うとともに、児童及びその家庭の状況をアセスメントし、関係機関へ

のつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供する事業

です。 

 

【現状】 

令和６年の児童福祉法改正により、新たに創設された事業であり、実施に向

けて検討中です。 

 

【今後の方向性】 

当事業に取り組んでいる事例報告や今後のニーズに注視し、実施体制を整備 

します。 
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（15）親子関係形成支援事業 

 

【事業内容】 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童

に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発

達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩

みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交

換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間にお

ける適切な関係性の構築を図る事業です。 

 

【現状】 

令和６年の児童福祉法改正により、新たに創設された事業であり、実施に向

けて検討中です。 

 

【今後の方向性】 

当事業に取り組んでいる事例報告や今後のニーズに注視し、実施体制を整備 

します。 

 

（16）妊婦等包括相談支援事業（出産・子育て応援給付金事業） 

【事業内容】 

こども家庭センターの助産師や保健師が妊娠届、妊娠後期、出産後の機会

をとらえてすべての妊婦・子育て家庭が出産・育児等の見通しを立てるため

の面談や妊娠８か月アンケートにより面談を希望された人を行うことに加え

随時相談や情報発信を実施して、必要な支援につなぎます。 

 

【現状】 

令和６年度は出産・子育て応援給付金事業の伴走型相談支援としてきめ細

やかな面談・相談等の支援を行いました。令和７年度以降も引き続き面談・

情報発信を行います。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

妊 娠 届 出 数 - - 533 人 490 人 - 

利 用 者 数 - - 533 人 490 人 - 

面 談 回 数 - - 1,066 回 1,470 回 - 
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【ニーズ量の実績と見込み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

悩みや不安の相談に丁寧に応じるとともに、子育てに関する様々な情報を

わかりやすく伝えます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 1,170 回 1,179 回 1,188 回 1,206 回 1,226 回 

確 保 

方 策 

こども家庭

セ ン タ ー 

※１ 

780 回 786 回 792 回 804 回 818 回 

上 記 以 外 

※２ 
390 回 393 回 396 回 402 回 409 回 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 

※１ 妊産婦面談数及び妊娠８か月アンケートによる面談希望者数 

※２ 赤ちゃん訪問数 
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（17）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

 

【事業内容】 

保育所その他の内閣府令で定める施設において、乳児または幼児であって

満３歳未満や小学校就学前のこどもに適切な遊び及び生活の場を与えるとと

もに、乳児または幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把握する

ための保護者との面談並びに保護者に対する子育てについての情報の提供、

助言その他の援助を行う事業です。 

なお、これまでの幼児教育・保育給付に加え、月一定時間までの利用可能

枠の中で、就労要件を問わず、時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給

付（こども誰でも通園制度）として、令和８年度から本格実施します。 

 

【現状】 

現在の通常保育児童の入所状況（待機児童の発生）、保育人材や保育場所の

確保の課題があり、本制度の幅広い実施は難しい状況です。 

 

【今後の方向性】 

本制度は令和８年度から全国一斉実施（給付制度化）となることから、令

和７年度は制度設計等に努め、民間保育施設等と連携を図りながら令和８年度

からの提供体制の確保に努めます。 

利用可能枠である月の一定時間数については、経過措置期間である令和

８・９年度においては月３時間、令和１０年度からは月１０時間とし、国の示

す算出等の考え方を基本にアンケート調査結果を加味して量の見込みを算出し

ました。今後ニーズを注視し、必要な受け皿の確保を進めます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 

見 込 み 

０ 歳 - 4 人 4 人 7 人 7 人 

１ 歳 - 4 人 4 人 12 人 12 人 

２ 歳 - 4 人 4 人 13 人 13 人 

確 保 

方 策 

０ 歳 - 4 人 4 人 7 人 7 人 

１ 歳 - 4 人 4 人 12 人 12 人 

２ 歳 - 4 人 4 人 13 人 13 人 

過 不 足 

（確保方策 -量の見込み） 
- 0 人 0 人 0 人 0 人 
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（18）産後ケア事業 

 

【事業内容】 

助産師等が、母子に対して、産婦の身体的回復と心理的な安定を促進する

とともに、産婦自身がセルフケア能力をはぐくみ、母子の愛着形成を促し、

母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援する事業です。 

 

【現状】 

居宅訪問（アウトリーチ）型、通所（デイサービス）型、短期入所（ショー

トステイ）型の３つの利用形態を設けており、当市においては居宅訪問（アウ

トリーチ）型が利用者数の多くを占めています。本人の生活拠点に助産師が赴

くことで、母子ともに住み慣れた環境の中で、母児のペースに合わせた授乳や

沐浴などの育児手技の支援や、その家庭の持つ資源の中でできる工夫等の助言

を受けることができる等、個別性の高いケアが行われています。また、通所型

および短期入所型は産科医療機関１か所で実施しており、育児不安や産後の支

援者不足等の理由から利用者は年々増加傾向にあります。 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利 用 者 数 - - 4 人 16 人 - 

延 べ 利 用 者 - - 13 人日 44 人日 - 

 

【ニーズ量の実績と見込み】 
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【今後の方向性】 

産後ケアが必要なかたへ必要な情報や支援が届くよう、母子健康手帳交付時

や産後面談時等の機会を活用した周知を継続していきます。また、利用状況の

分析や利用者の声から、家事支援等他のサービスや社会資源との兼ね合いを考

えながら、対象者のニーズに即した体制の整備を行っていきます。 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量 の 見 込 み 81 人日 81 人日 81 人日 84 人日 84 人日 

過 不 足 

（確保方策-量の見込み） 
0 0 0 0 0 
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（19）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

【事業内容】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設に該当しない 

幼稚園（未移行幼稚園）に対して保護者が支払う副食材料費を助成する事業で

す。 

 

【現状】 

特定教育・保育施設に該当しない幼稚園在園児の一定所得未満の世帯に対し

て、実費徴収された給食費（副食材料費）について、申請に基づき助成を実

施しています。 

 

【今後の方向性】 

引き続き、対象者に対して適切に事業案内を行い、助成を実施することで、

保護者の経済的負担を軽減します。 

 

 

（20）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

 

【事業内容】 

保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援事業の実施のためには、多様な事業

者の能力を活かしながら、保育所、地域型保育事業等の整備を促進していくこ

とが必要です。 

新たに整備・開設した施設や事業が安定的、かつ継続的に事業を運営し、利

用者の信頼関係を築いていくためには、一定期間必要であることから、新規事

業者が事業を円滑に運営していくことができるよう、支援、相談・助言、さら

には、他の事業者の連携施設のあっせん等を行う事業です。 

 

【現状】 

これまで、NPO 法人や株式会社、有限会社による小規模保育事業、企業主導 

型保育事業、認可外保育事業について相談に応じ、開園への支援・援助を実施

してきました。 

 

【今後の方向性】 

今後も小規模保育事業に新規参入する事業者が見込まれることから、引き

続き、支援、相談・助言を実施し、開園から運営までのサポートに努めてい

きます。 
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５ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び 

当該教育・保育の推進に関する体制の確保    
 

 

幼児期の教育・保育を担う幼稚園及び保育所には、すべての子どもが健や

かに成長するよう良質かつ適切な支援が求められます。 

幼児期の教育・保育は、「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型

認定こども園教育・保育要領」において、整合が図られています。 

また、乳児期から小学校就学前まで、教育・保育や発達の連続性を考慮す

るとともに、小学校への円滑な接続が行えるように、すべての子どもに平等

に質の高い教育・保育を提供できるようにし、関係職員の資質向上のための

研修、交流等の連携をしています。 

その上で、認定こども園については、幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、

保護者の就労状況やその変化に対し、柔軟に子どもを受け入れられる施設で

あることから、本市では、新たな設置について、利用者ニーズや設置者の意

向、施設・設備等の状況を踏まえて、適切に普及・促進を図っていきます。 

なお、幼稚園及び認可保育所から認定こども園への移行を検討します。 

 

 

６ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保    
 

幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用給付について、特定子ども・子

育て支援施設等の運用に支障がないよう必要な様式や給付方法等について定

めるとともに、特定子ども・子育て支援施設等の確認や指導監査等の法に基

づく事務の執行について、県と連携して実施します。 

制度の円滑な実施のため、施設等利用給付費のしくみや手続きの方法等に

ついてわかりやすく周知するとともに、認可保育所だけでなく、幼稚園や認

可外保育施設についても市民に広く周知するなど、保護者への情報提供を徹

底します。 
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第６章 計画の推進体制 

 

１ 施策の実施状況の点検                 

 

本計画の進行管理を円滑に進めるため、施策の進捗状況を把握し、「瑞穂市

子ども・子育て支援会議」において点検・評価を行い、その結果を公表し、

必要な対応を実施します。 

「施策の展開」については、利用者の視点に立ち、各事業を評価・分析し、

検証します。 

「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策」

については、年度ごとに見込み量と確保方策を示していることから、毎年実

施状況及び進捗状況を管理し、利用者の動向や社会情勢の変化などをみなが

ら、翌年度以降の事業展開に反映していきます。 

 

２ 国・県等との連携                           
 

 

計画に掲げる取り組みについては、市が単独で実施できるもののほかに、

制度や法律に基づく事業もあるため、国や県、近隣市町との連携を深め、必

要に応じて協力要請を行い、計画を推進します。 

具体的には、①子どもに関する専門的な知識および技術を要する支援に関

する施策との連携、②労働者の職業生活と家庭生活の両立のための雇用環境

の整備に関する施策との連携、において、児童虐待防止・社会的養護体制の

構築・母子父子家庭の自立支援など、専門的かつ広域的な観点から、県と連

携し、推進するともに、県を通じ、産業界や事業者に対する雇用環境の整備

に向けた働きかけを要請していきます。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 


